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■各種統計について 

●国勢調査 

「 人口及び世帯」 に関する各種属性のデータ を 調べる「 全数調査」 です。 国の最も 重要

かつ基本的な統計調査と し て、 統計法に基づき 総務大臣が 1 0 年ごと に調査を 実施する

こ と と さ れています。 また、 その中間の５ 年目に当たる年には簡易な方法で実施さ れて

います。  

●住宅・ 土地統計調査 

住宅及び住宅以外で人が居住する 建物に関する実態並びにこ れら に居住し ている世帯

に関する実態を把握する調査です。昭和 2 3 年から 5 年ごと に行われ、平成 3 0 年住宅・

土地統計調査はその 1 5 回目に当たり ます。  

平成 3 0 年住宅・ 土地統計調査は、 平成 2 7 年国勢調査の調査区の中から 一部の調査

区を抽出し て行われたサンプリ ング調査で、 集計結果は一定の乗率に基づいて推計し た

も のです。 そのため、 地域別・ 項目別などの内訳を 足し 合わせたも のと 合計が一致し な

い場合があり ます。  

 

また、 各統計の図表について、 結果を四捨五入し ているため、 合計が 1 0 0 ％になら な

い場合があり ます。  

 

■「 空き家」 と 「 空家」 の表記について  

北区空家等実態調査、北区空家等対策計画などの各種文書においては、「 空き 家」、「 空家」、

「 空家等」 など、 様々な表記が用いら れていますが、 本計画においては、 原則と し て、「 空

家等対策の推進に関する特別措置法」 で用いら れる「 空家等」 に統一し て表記し ます。  

但し 、 住宅・ 土地統計調査では「 空き 家」 表記が用いら れているこ と から 、 住宅・ 土地

統計調査の内容を示す場合には「 空き 家」 表記を 用います。  

 

■改元に伴う 年の表記について  

本計画では、 原則と し て和暦を 用いますが、 改元から 間も ないこ と から 、「 令和」 表記の

部分については、「 令和 2 (2 0 2 0 )年」 のよう に西暦を併記し ます。  

 

■用語の解説 

 ※のついた用語は、 巻末に解説を入れています。  
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第１ 章  
計画の策定にあたっ て 
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１ .  計画策定の背景と 目的 

（ １ ） 北区の住宅・ 住環境ニーズの変化 

北区は、平成５ 年３ 月に北区住宅マスタ ープラ ンを策定し て以来、基本理念である「 誰

も が、 安心し て、 生き 生き と 暮ら し 続けら れる、 ゆたかな住生活の実現」 を目指し て、

安全で良質な住まいの確保、 安心居住の支援、 住宅セーフ ティ ネッ ト ※の構築など、 社会

経済情勢に対応し た住宅施策を 展開し てき まし た。  

し かし 、 現在、 全国的に人口減少社会を 迎える中、 少子・ 高齢社会へのさ ら なる進展

と 相まっ て、住宅確保要配慮者※への対応や老朽化し た大量のマンショ ンスト ッ ク の存在、

空家等※の顕在化など、 住宅を 取り 巻く 環境は大き く 変化し ています。  

北区では、 近年人口・ 世帯数は増加傾向にあり ますが、 その後減少すると 推計さ れて

います。 今後の少子高齢社会の到来を 捉え、 子育てフ ァ ミ リ ー層や若年層の定住化、 高

齢者等の安心居住、良質な住宅スト ッ ク ※の形成など、子ども から 高齢者まで安心し て住

み続けら れる施策展開が必要であり 、 世帯構成やラ イ フ スタ イ ルの変化等によ り 多様化

する居住ニーズに対応する快適な住宅・ 住環境づく り が求めら れています。  

 

（ ２ ） 国や東京都の住宅政策の動向 

国においては、 平成 1 8 年６ 月に「 住生活基本法※」 を 制定し 、 平成 1 8 年９ 月には国

民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画と なる「 住生活基本計画
※（ 全国計画）」 を 決定し まし た。 その後は、 平成 2 3 年 3 月、 平成 2 8 年 3 月の 2 度

にわたっ て計画の大き な見直し が行われ、 若年・ 子育て世帯や高齢者が安心し て暮ら す

こ と ができ る住生活の実現、 既存住宅の流通と 空家等の利活用促進、 住宅スト ッ ク 活用

型市場への転換等を 目指し た住宅政策を展開し ています。  

東京都においては、 平成 2 9 年３ 月に「 東京都住宅マスタ ープラ ン」 を 改定し 、「 生涯

にわたる都民の豊かな住生活の実現」、「 まちの活力・ 住環境の向上と 持続」 を 住宅政策

の目指す方向と し まし た。 基本方針と し て掲げた「 豊かな住生活の実現と 持続」 の下、

「 既存スト ッ ク の有効活用」、「 多様な主体・ 分野と の連携」、「 地域特性に応じ た施策の

展開」 の 3 点に着目し 、 具体的な施策を推進し ています。  

 

（ ３ ） 計画策定の目的 

住宅・ 住環境を 取り 巻く 状況の変化、 国・ 東京都等における住宅政策の動向等に的確

に対応するため、 まちづく り や福祉等関係部門が連携を 図り ながら 、 住宅施策を総合的

かつ計画的に推進する「 北区住宅マスタ ープラ ン 2 0 2 0 」 を策定し ます。  
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２ .  計画の位置づけ 

本計画は、 東京都北区住宅基本条例第 8 条に基づいて策定するも のであり 、 区全体の

政策展開を 図る「 北区基本構想」 及び「 北区基本計画」 を 上位計画と し 、 今後の住宅・

住環境整備等の基本的方向を定めた計画です。  

また、 住生活基本法に基づく 住生活基本計画（ 全国計画） や「 東京都住宅マスタ ープ

ラ ン」 の内容と 整合を 図ると と も に、 都市づく り の方針を 示す「 北区都市計画マスタ ー

プラ ン」 や福祉等関連計画と も 連携を 図っ ていく も のです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国・ 東京都 

 

 
住生活基本法 

全国計画 

・ 住生活基本計画 

( 全国計画)  

東京都住宅計画 

・ 東京都住宅マスタ ープラ ン 

( 住生活基本計画)  

 

・ 地域住宅計画 

 北 区 

 

北区基本構想 

北区基本計画 

 

北区住宅マスタ ープラ ン 2020 

【 令和 2( 2020) ～11( 2029) 年度】  

主な関連計画 

 

・ 北区まち・ ひと ・ し ごと 創生総合戦略 

・ 北区都市計画マスタ ープラ ン  

・ 北区地域包括ケア推進計画 

・ 北区障害者計画/障害福祉計画/障害児福祉計画 

・ 北区子ども ・ 子育て支援計画 

 

・ 北区産業活性化ビジョ ン  

・ 北区環境基本計画    

・ 北区多文化共生指針 

・ 北区地域防災計画 

等 

整合 

連携 
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３ .  計画の役割 

住宅・ 住環境に関する 施策は、 まちづく り において中心的な役割を 果たし ています。 住

宅の耐震性・ 安全性を確保するための支援や公営住宅※の維持管理などのハード 面に係る施

策から 、 定住促進や世帯の状況に応じ た居住支援などのソ フ ト 面に係る施策まで、 幅広い

分野にわたり ます。  

本計画は、「 北区基本計画」 で位置付けら れた「 北区の最重要課題」 を基本と し 、「 ３ つ

の優先課題」 の視点を 踏まえて住宅・ 住環境に関する施策を 検討・ 推進するための指針と

なるも のです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ .  計画の期間 

本計画は、 令和 2 (2 0 2 0 )年度から 令和 1 1 (2 0 2 9 )年度までの 1 0 年間を 計画の期間

と し 、 社会情勢の変化等に応じ て柔軟に見直し を 行います。   

３ つの優先課題 北区の最重要課題 

①  地域のき ずなづく り  

②  子育てフ ァ ミ リ ー層・  

若年層の定住化 

① 「 地震・ 風水害に強い安全・ 安心な  

まちづく り に全力」 で取り 組むこ と  

② 「 長生き するなら 北区が一番」 を 

実現する こ と  

③ 「 子育てするなら 北区が一番」 を 

より 確かなも のにする こ と  

 

ハード 面 

・ 住宅の耐震性・ 安全性の確保 

・ 公営住宅の維持管理 

・ 密集市街地の改善 

・ 老朽家屋の除却  など 

 

 

ソ フ ト 面 

・ 定住促進 

・ 世帯の状況に応じ た居住支援 

・ 住宅セーフ ティ ネッ ト の充実 

・ 住まいの情報発信 など 

 

北区住宅マスタ ープラ ン 2020 

住宅・ 住環境に関する施策 

住宅・ 住環境づく り の指針 
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第２ 章  
住まい・ 住環境の現状と 課題 
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１ .  住まい・ 住環境の現状 

住宅・ 住環境の各種統計データ や住まいに関する意識調査、 分譲・ 賃貸マンショ ン実態

調査などにより 、 北区の住宅・ 住環境の現状を 整理し ます。（ 各調査の概要については資料

編に記載）  

 

（ １ ） 人口と 世帯の状況 

① 人口と 世帯の推移 

総人口は、 昭和4 0 年（ 国勢調査） の4 5 2 ,0 6 4 人を ピ ーク に減少し ていまし たが、

平成1 7 年より 再び増加に転じ ています。 近年は増加傾向にあり 、 平成3 1 年１ 月１ 日

現在の人口（ 住民基本台帳） は、 3 5 1 ,9 7 6 人と なっ ています。 北区人口推計調査報告

書によると 、将来人口は令和1 0 (2 0 2 8 )年の3 6 2 ,0 0 6 人を ピーク に、令和2 0 (2 0 3 8 )

年には3 5 6 ,6 9 1 人へと 減少すると 推計さ れています。  

世帯数も 増加傾向にあり 、1 9 6 ,5 8 0 世帯（ 平成3 1 年１ 月１ 日現在） と なっ ており 、

家族類型別にみると 、 「 単身世帯」 が最も 多く 5 0 .5 ％と なっ ています。 また、 北区人

口推計調査報告書によ ると 、 将来世帯数は令和1 0 (2 0 2 8 )年の2 0 4 ,8 7 1 世帯を ピ ー

ク に、 令和2 0 (2 0 3 8 )年には2 0 3 ,8 2 3 世帯へと 減少すると 推計さ れています。  

 

 

■人口・ 世帯数の推移 

 

〔 資料： 住民基本台帳（ 各年１ 月１ 日現在）〕  

  

178,589 180,230
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186,442
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333,132 334,723
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150,000

160,000

170,000
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200,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

人口世帯数

世帯数 人口
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■総人口の推移（ 推計値）  

 
〔 出典： 北区人口推計調査報告書（ 平成 30 年 3 月）〕  

■年齢 3 区分別人口の推移（ 推計値）  

 

〔 資料： 北区人口推計調査報告書（ 平成 30 年 3 月）〕  

 

  

348,030
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■世帯数の推移（ 推計値）  

  

〔 出典： 北区人口推計調査報告書（ 平成 30 年 3 月）〕  

 

■世帯構成別世帯数の推移（ 推計値）  

 

〔 資料： 北区人口推計調査報告書（ 平成 30 年 3 月）〕  
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② 転出・ 転入の状況 

平成2 2 年から 2 7 年にかけて、 北区から 転出し た人は4 5 ,1 9 7 人であり 、 転出先の

市区町村と し ては、 東京都板橋区、 埼玉県川口市、 埼玉県さ いたま市などが多く なっ

ています。 また北区に転入し てき た人は4 2 ,9 1 7 人であり 、 転入元の市区町村と し て

は、 転出先と 同様東京都板橋区が最も 多く 、 東京都豊島区、 埼玉県さ いたま市と 続い

ています。  

 転出し た人の年齢を みると 、 6 歳未満が 2 ,1 8 2 人、 6 ～1 8 歳未満が 2 ,7 4 5 人で

あり 、 転出し た人のう ち 1 0 .9 % が 1 8 歳未満と なっ ています。  

 また、 北区の定住率は 5 9 .7 % であり 、 特別区部平均より 1 .2 ポイ ント 上回っ ています。 
 

■北区から の転出の状況         ■北区への転入の状況 

 （ 転出後の市区町村別）               （ 転入前の市区町村別）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■定住率 

  

市区町村 転出者数 割合( %)  

都
内 

板橋区 3, 210 7. 1 

足立区 1, 930 4. 3 

豊島区 1, 669 3. 7 

荒川区 1, 271 2. 8 

文京区 945 2. 1 

特別区その他 7, 674 17. 0 

都内他市町村 2, 557 5. 7 

都内計 19, 256 42. 6 

都
外 

埼玉県川口市 2, 878 6. 4 

埼玉県さ いたま市 2, 297 5. 1 

埼玉県戸田市 934 2. 1 

埼玉県その他 3, 776 8. 4 

神奈川県  2, 889 6. 4 

千葉県  2, 617 5. 8 

その他道府県 10, 550 23. 3 

都外計 25, 941 57. 4 

総計 45, 197 100. 0 
   

（ 年齢別）    
年齢 転出者数 割合( %)  

6 歳未満 2, 182 4. 8 
6～18 歳未満 2, 745 6. 1 

18 歳以上 40, 270 89. 1 

総計 45, 197 100. 0 
 

〔 資料： 平成 27 年国勢調査〕               〔 資料： 平成 27 年国勢調査〕   

市区町村 転入者数 割合( %)  

都
内 

板橋区 2, 598 6. 1 

豊島区 1, 769 4. 1 

文京区 1, 324 3. 1 
足立区 1, 252 2. 9 

荒川区 994 2. 3 
特別区その他 7, 997 18. 6 

都内他市町村 2, 201 5. 1 

都内計 18, 135 42. 3 

都
外 

埼玉県さ いたま市 1, 747 4. 1 
埼玉県川口市 1, 334 3. 1 

埼玉県戸田市 367 0. 9 
埼玉県その他 2, 844 6. 6 

神奈川県  2, 839 6. 6 

千葉県  2, 362 5. 5 

その他道府県 11, 138 26. 0 

都外計 22, 631 52. 7 

国外 2, 151 5. 0 

総計 42, 917 100. 0 
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＊定住率： 現住所も し く は区内に 5 年間居住し ている区民の割合 

〔 資料： 平成 27 年国勢調査〕  
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③ 高齢者人口の推移 

北区人口推計調査報告書では、 高齢者人口（ 6 5 歳以上） は令和1 5 (2 0 3 3 )年以降に

増加に転じ 、 令和2 0 (2 0 3 8 )年には8 8 ,5 4 1 人になると 推計さ れています。  

また、 国勢調査によると 平成1 2 年以降特に6 5 歳以上の単身世帯が大き く 増加し て

おり 、 平成2 7 年には2 5 ,8 8 5 世帯と なっ ています。  

高齢者人口に占める単身高齢者の割合をみると 、 北区は2 9 .8 % と なっ ており 、 特

別区部平均より 2 .8 ポイ ント 上回っ ています。  

高齢者世帯の割合は、 高齢単身世帯が1 4 .8 % 、 高齢夫婦世帯が8 .4 % であり 、 どち

ら の割合も 増加傾向にあり ます。 特別区部平均より は高齢単身世帯が3 .7 ポイ ント 高

く 、 高齢夫婦世帯は同じ 割合と なっ ています。  

 

■年齢 3 区分別人口の推移（ 推計値）  

 
〔 出典： 北区人口推計調査報告書（ 平成 30 年 3 月）〕  

 

■単身世帯数の推移 

 
〔 資料： 国勢調査〕  
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■23 区別の高齢者人口に占める単身高齢者の割合 

 

〔 資料： 平成27年国勢調査〕  

 

■世帯構成別割合 

 

〔 資料： 平成27年国勢調査〕  
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④ 年少人口・ 子育て世帯の推移 

平成2 7 年時点で、 1 4 歳以下の年少人口は総人口の1 0 .0 ％と なっ ています。 ま

た、 1 8 歳未満の子ども がいる世帯は総世帯数の1 4 .4 ％(6 歳未満6 .7 ％、 6 ～1 7 歳

7 .7 ％)と なっ ており 、 1 0 年間でその割合は0 .3 ポイ ント 減少し ています。  

 

■年齢 3 区分別人口構成比 

 

〔 資料： 平成 27 年国勢調査〕  

■18 歳未満の子ども がいる世帯の割合の推移 

 

＊6 歳未満の親族と 6～17 歳の親族が両方いる場合は、「 6 歳未満の親族のいる一般世帯」 と し て集計し ている 

〔 資料： 国勢調査〕  
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⑤ 障害者手帳所持者数の推移 

平成2 8 年度末時点で、 身体障害者手帳所持者は1 2 ,1 4 2 人、 知的障害者に交付さ れ

る「 愛の手帳」 （ 東京都療育手帳） の所持者は2 ,2 1 8 人、 精神障害者保健福祉手帳所

持者は2 ,6 7 8 人と なっ ており 、特に知的障害者、精神障害者数は年々増加し ています。 

 

■障害者手帳所持者数の推移 

 
＊各年年度末時点の数値 

〔 出典： 第 5 期北区障害福祉計画・ 第１ 期北区障害児福祉計画（ 平成 30 年 3 月）〕  

 

⑥ 外国人人口の推移 

外国人人口は、平成3 1 年１ 月１ 日現在2 2 ,6 2 1 人で区の人口の6 .4 ％と なっ ており 、

平成1 2 年の1 0 ,6 6 8 人から 2 倍以上の人数になっ ています。  

 

■外国人人口の推移 

 

〔 資料： 住民基本台帳（ 各年１ 月１ 日現在）〕  
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⑦ 借家に居住する世帯の状況 

平成3 0 年現在、 借家に居住する世帯のう ち年間収入が3 0 0 万円未満の割合が

4 1 .0 ％と 最も 高く 、 東京都、 特別区部平均と 比べても 、 高い割合と なっ ています。

また、 借家に居住する世帯のう ち1 9 .6 ％は高齢者のみの世帯（ 高齢単身世帯と 高齢

夫婦世帯） と なっ ています。  

 

■借家世帯の収入階層別世帯割合 

 

〔 資料： 平成 30 年住宅・ 土地統計調査〕  

 

■借家に居住する世帯 

 

〔 資料： 平成 30 年住宅・ 土地統計調査〕  
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（ ２ ） 住宅スト ッ ク の状況 

① 所有関係別建築着工戸数の状況 

平成2 6 年以降、 毎年4 ,0 0 0 戸以上の住宅建設があり 、 平成3 0 年は4 ,7 3 3 戸の住

宅建設があり まし た。  

所有関係別にみる と 、 平成3 0 年においては、 貸家が2 ,5 2 9 戸（ 5 3 .4 % ） と 最も 多

く を 占めています。 また、 持家が3 3 2 戸（ 7 .0 ％）、 分譲住宅が1 ,6 5 4 戸（ 3 4 .9 ％）

と なっ ており 、 持家と 分譲住宅をあわせると 住宅建設全体の4 1 .9 ％を 占めています。 

 

■所有関係別建築着工戸数の推移 

 

〔 資料： 建築統計年報〕  

 

② 住宅の構造・ 耐震性 

平成2 5 年度末現在、 木造の耐震化率は6 1 .9 ％、 非木造の耐震化率は8 4 .0 ％と な

っ ています。 その一方、 平成3 0 年における築後4 0 年以上（ 昭和5 5 年以前） の古い

木造住宅は、 木造全体の2 8 .2 % （ 1 3 ,6 3 0 戸） と なっ ています。  

 

■住宅の耐震化の現状 
単位：戸 

構造 
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住宅合計 
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満たす住宅 
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耐震化率 

(平成 25 年度末) 

A B A+B=C D   D/C 

木造 24,462 27,875 52,337 32,402 19,935 61.9% 

非木造 36,054 85,249 121,303 101,844 19,459 84.0% 

合計 60,516 113,124 173,640 134,246 39,394 77.3% 

〔 出典： 東京都北区耐震改修促進計画（ 平成 29 年 3 月改定）〕  
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■建築時期別住宅数 

 

〔 資料： 平成 30 年住宅・ 土地統計調査〕  

 

③ 住宅の建て方 

総世帯のう ち、 平成2 7 年現在、 7 3 .8 ％が共同住宅に住んでおり 、 1 0 年間で2 .8 ポ

イ ント 増加し 、 共同住宅が区の主要な居住形態になっ ています。  

 

■建て方別世帯数の推移 

 

〔 資料： 国勢調査〕  
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④ 住宅の所有関係別の状況 

平成3 0 年現在、住宅の所有関係別の状況は、持ち家が3 6 .9 ％、公営の借家が6 .4 ％、U R

（ 公団） ・ 公社の借家が6 .3 ％、 民営借家が4 2 .4 ％、 給与住宅※が3 .2 ％と なっ ています。 

世帯の型別に借家に居住し ている世帯数を みると 、 6 5 歳以上の単身世帯（ 高齢単身

世帯） では5 9 .4 ％と 半数以上が借家に居住し ており 、 高齢単身世帯のう ち民営借家に

住む割合は2 8 .6 % と なっ ています。  

3 人以上の世帯でも 、 最も 年齢の高い子ども が3 歳未満の世帯で6 7 .7 % 、 3 歳から 5

歳未満の世帯で6 0 .5 ％と なっ ており 、未就学の子ども を持つ世帯の半数以上が借家に

居住し ています。  
 

■所有関係別住宅数の推移 

〔 資料： 住宅・ 土地統計調査〕  

 

■世帯の型別所有関係 

 

 

■23 区別の高齢単身世帯のう ち、 民営借家に住む割合 
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⑤ 住宅の規模（ 居住面積水準）  

平成3 0 年現在、 最低居住面積水準※未満の世帯は2 4 ,9 3 0 世帯（ 全世帯の1 3 .7 % ）

と なっ ています。 最低居住面積水準未満の世帯を 所有関係別にみると 、 民営借家（ 非

木造） が6 2 .1 % と 多く なっ ています。  

また、1 8 歳未満の子ども がいる世帯のう ち、最低居住面積水準未満の世帯は8 9 0 世

帯（ 1 8 歳未満の子ども がいる世帯の4 .7 % ） と なっ ており 、 9 5 .3 ％は最低居住面積水

準以上になっ ています。 最低居住面積水準未満の割合は、 平成2 5 年では8 .2 ％であっ

たこ と から 、 ５ 年間で3 .5 ポイ ント 解消さ れています。  

高齢者のみの世帯（ 高齢単身世帯と 高齢夫婦世帯） のう ち 、 最低居住面積水準未満

の世帯は5 ,2 5 0 世帯（ 高齢者のみの世帯の1 3 .1 % ） と なっ ており 、 8 6 .9 ％は最低居

住面積水準以上になっ ています。  

 

■所有関係別最低居住面積水準未満世帯の状況 

 

 

■居住面積水準の状況（ 18 歳未満の子ども がいる世帯）  

 

 

■居住面積水準の状況（ 高齢者のみの世帯）  
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民営借家（木造） 民営借家（非木造） 給与住宅

13.8

8.2

4.7

64.1

60.4

65.7

22.1

31.4

29.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成20年

平成25年

平成30年

最低居住面積水準未満 最低居住面積水準以上

誘導居住面積水準未満

誘導居住面積水準以上

10.1

10.2

13.1

36.4

41.6

32.0

53.5

48.2

54.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成20年

平成25年

平成30年

最低居住面積水準未満 最低居住面積水準以上

誘導居住面積水準未満

誘導居住面積水準以上

〔 資料： 住宅・ 土地統計調査〕 

〔 資料： 住宅・ 土地統計調査〕 

〔 資料： 平成 30 年 

住宅・ 土地統計調査〕  
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⑥ 高齢者等のための設備の整備状況 

高齢者等のための設備＊の整備状況を みると 、 設備がある住宅は4 9 .5 % と なっ ており 、

5 年間で0 .3 ポイ ント 上昇し ています。  

 

■高齢者等のための設備の整備状況 

 
＊高齢者等のための設備： 下記のいずれかに 1 つ以上該当する住宅を「 あり 」 と し ている 

「 手すり がある」「 またぎやすい高さ の浴槽」「 廊下などが車いすで通行可能な幅」  

「 段差のない屋内」「 道路から 玄関まで車いすで通行可能」  

〔 資料： 住宅・ 土地統計調査〕  

 

⑦ 借家に居住する子育て世帯の家賃負担 

借家に居住する 1 8 歳未満の子ど も がいる 世帯の家賃負担を みる と 、 1 0 0 ,0 0 0 ～

1 5 0 ,0 0 0 円未満が4 2 .4 ％と 最も 多く なっ ています。 また、 1 0 0 ,0 0 0 円未満の世帯は

3 7 .4 % と なっ ており 、 特別区部平均より 2 .5 ポイ ント 高く なっ ています。  

 

■借家に居住する 18 歳未満の子ども がいる世帯の家賃負担 

 

〔 資料： 平成 30 年住宅・ 土地統計調査〕  

 

49.1

49.2

49.5

46.5

44.7

45.7

4.4

6.1

4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成20年

平成25年

平成30年

あり なし 不詳

2.1

1.9

1.7

2.9

2.0

1.7

5.3

6.1

5.3

4.1

5.9

5.2

13.2

10.9

7.7

9.8

15.8

13.3

42.4

33.2

35.7

10.5

11.8

14.4

0.9

7.1

9.2

8.7

5.2

5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北区

東京都

特別区部

0円 1～20,000円未満 20,000～40,000円未満 40,000～60,000円未満

60,000～80,000円未満 80,000～100,000円未満 100,000～150,000円未満 150,000～200,000円未満

200,000円以上 不詳
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⑧ 空家等の状況 

平成2 8 年に行われた北区空家等実態調査においては、 空家等と 判断し た建築物は

1 ,2 7 8 棟と さ れています。 また、 空家等のう ち木造が全体の９ 割以上を 占め、 旧耐

震基準※の空家等が全体の8 4 .5 ％を占めまし た。  

一方で、 北区空家等実態調査による、 老朽度・ 危険度判定の結果、 空家等のう ち約

8 7 ％が再利用可能であると さ れています。  

また、 住宅・ 土地統計調査（ 平成3 0 年） によると 、 区の空き 家の半数以上は市場

に出回っ ていない「 その他の住宅」 と なっ ています。  

 

■空家等と 判断し た建築物の構造種別と 耐震基準 

 ●構造種別              ●耐震基準 

   
〔 資料： 北区空家等実態調査（ 平成 28 年度）〕  

 

■空家等の老朽・ 危険度総合判定評価別棟数 

判定 判定基準 棟数 割合( %)  

A 小規模の修繕によ り 再利用が可能 300 23. 5 

B 
維持管理が行き 届いておら ず損傷も 見受けら れるが、 多少の改修

工事により 再利用が可能 
812 63. 5 

C 
ただちに損壊や建築資材の飛散等はないが、 維持管理が行き 届い

ておら ず、 損傷が激し い 
149 11. 7 

D 
倒壊や建築資材の飛散等の可能性があり 、 緊急度が高く 解体等の

是正が必要と 思われる 
17 1. 3 

合計 1, 278  

 

〔 資料： 北区空家等実態調査（ 平成 28 年度）〕  

 

■空き 家の内訳 

  

木造

1,206

94.4%

非木造

72

5.6%

〔 資料： 平成30年住宅・ 土地統計調査〕 

旧耐震基準

1,080

84.5%

新耐震基準

198

15.5%

二次的住宅
0.5%

賃貸用の住宅
41.3%

売却用の住宅
2.6%

その他の住宅
55.6%
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⑨ 公的賃貸住宅の状況 

北区の公的賃貸住宅※は、 北区、 東京都、 都市再生機構※、 住宅供給公社※が管理主体

と なっ ており 、 平成3 1 年3 月末現在1 0 4 団地2 7 ,6 8 5 戸供給し ています。 総世帯数に

対する公的賃貸住宅供給率を 特別区部でみると 、1 6 .2 ％と 江東区に次いで高く なっ て

います。  

北区が管理し ている公的賃貸住宅は、直接供給する区営住宅※、借上げ住宅である区

民住宅※、 シルバーピア ※があり 、 2 6 団地9 4 7 戸と なっ ています。 区営住宅について

は、「 北区公営住宅のスト ッ ク 活用及び長寿命化計画」（ 以下、「 長寿命化計画」と いう 。）

に基づき 、 適正な管理と し て耐震補強や設備改善等を実施し 、 建替え整備については

既存の建物の長寿命化を図り つつ、ラ イ フ サイ ク ルコ スト ※の縮減につながる建替え計

画を 進めています。  

 

■北区に立地し ている公的賃貸住宅数 

管理主体 住宅の種類 団地数 戸数 

北区 

区営住宅 13 620 
区民住宅 1 40 

シルバーピア 12 287 
計 26 947 

東京都 

都営住宅 
51 

13, 015 
シルバーピア 115 

都民住宅( 都・ 公社施行公社借上)  353 
都民住宅( 指定法人管理型)  11 176 

計 62 13, 659 
都市再生機構 - 12 12, 068 
住宅供給公社 - 4 1, 011 

 
 

■23 区別総世帯当たり 公的賃貸住宅供給率 

  

1.7
1.9
1.9
2.0
2.1

2.8
3.0

3.9
4.2
4.6
4.8
5.0

6.5
6.7

8.0
8.7
9.1
9.1

10.2
11.0

15.2
16.2

18.3
7.0

0% 5% 10% 15% 20%

台東区
文京区
目黒区
豊島区
杉並区
中野区
渋谷区
大田区

世田谷区
千代田区

品川区
新宿区
荒川区
練馬区

港区
江戸川区

墨田区
板橋区
葛飾区
中央区
足立区

北区
江東区

特別区部

〔 資料： 住宅課 

（ 平成 31 年 1 月現在）  

    都市再生機構 

（ 平成 31 年 3 月末現在）〕 

〔資料：「東京都都市整備局『事業概要 平成 29 年版』 

（公的賃貸住宅戸数：平成 29 年度末現在）」 

「平成 27 年国勢調査（一般世帯数）」を基に作成〕 



2 2  

 

（ ３ ） 地域の取組み 

① 木造住宅密集地域の改善 

十条駅周辺地区、 志茂地区などの木造住宅密集地域※を 「 燃え広がら ない・ 燃えな

いまち」 へと 改善を 図るため、 木密地域不燃化1 0 年プロジェ ク ト （ 東京都） による

不燃化推進特定整備地区（ 不燃化特区） の指定を 受け、 密集事業など重点的・ 集中的

な取組みを 進めています。  
 

■不燃化特区事業個所図（ イ メ ージ）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 震災・ 風水害への対策 

震災対策と し て、 避難場所の見直し 、 帰宅困難者対策、 震災復興マニュ アルの作成

などを行っ ています。  

また、「 東京都北区洪水ハザード マッ プ ※ ～荒川が氾濫し た場合～」 の作成など、 風

水害発生時に区民が自主的に安全かつ円滑な避難行動を 取れるよ う 、 取組みを 進めて

います。  
 

■東京都北区洪水ハザード マッ プ～荒川が氾濫し た場合～浸水深改定版（ イ メ ージ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 出典： まちづく り 推進課、  

十条まちづく り 担当課 

（ 平成 29 年 4 月）〕  

〔 出典： 道路公園課  

（ 平成 29 年 5 月）〕   
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③ 商店街の状況 

北区には8 1 の商店街（ 令和元(2 0 1 9 )年6 月現在） があり 、 日常の買い物等におい

て区民の生活の支えと なっ ています。 現在の商店街が抱える課題と し て、 「 個店の後

継者問題」 「 商店街組織の人材問題」 「 来街者の減少」 等の問題が挙げら れており 、

将来的な商店街の継続と 、地域住民のコ ミ ュ ニティ ※の場や日常生活への影響が懸念さ

れます。  

「 北区産業活性化ビジョ ン」 では、 「 商業・ サービス業」 の目指す姿と し て「 個店

の魅力づく り から 地域に不可欠な商店街へ」 が掲げら れており 、 商店街の新たな魅力

づく り に取組んでいます。  

 

■商店街と し ての現在の課題 

複数回答 母数=60       

 

〔 出典： 北区産業活性化ビジョ ン基礎調査（ 平成 28 年 11 月） アンケート 〕  

83.3

66.7

65.0

48.3

43.3

23.3

23.3

21.7

20.0

13.3

11.7

10.0

6.7

3.3

1.7

1.7

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

個人の後継者問題

商店街組織の人材問題

来街者の減少

会員の意欲の低下

生鮮食品店の減少

大型店の進出

客の高齢化への対応の遅れ

商店街未加入店舗の増加

空き店舗の増加

自転車放置問題

チェーン店の増加

開発等による環境の変化

近隣住民の理解・協力不足

その他

治安の悪化

外国人旅行者への対応

特に問題はない
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（ ４ ） 住まい・ 住環境に関する意向、 北区の住宅地と し てのイ メ ージ 

① 住まいの満足度                   （ 区内居住者意識調査）  

現在の住まいについて、 「 プラ イ バシー」 「 日当たり や風通し 」 「 総合的な評価」

において満足度が高く なっ ています。  
 

■住まいの満足度 

 
 

② 周辺環境の満足度                  （ 区内居住者意識調査）  

住まいの周辺環境について、 特に「 通勤・ 通学の利便性」 「 診療所や病院などの医

療機関への便利さ 」 「 日常の買い物の便利さ 」 「 子育てし やすい環境」 については満

足度が高く なっ ています。  

また、 「 火災時の安全性」 や「 まちなみの美し さ や景観」 については、 他の回答と

比較し て満足度が低く なっ ています。  
 

■周辺環境の満足度 
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構造や設備等の高齢化・障害者への対応

駐車・駐輪スペース

総合的な評価

満足 まあ満足 やや不満 不満
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8.5
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55.4
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56.3
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23.9

19.0

25.6

23.0

28.0

34.7

26.0

9.8

16.3
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28.0
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33.4

28.7

18.2
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6.8
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騒音・振動

近隣の樹木や生垣、街路樹等の緑
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前面道路の幅

周囲の道路の安全性
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通勤・通学の利便性

日常の買い物の便利さ
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総合的な評価

満足 まあ満足 やや不満 不満
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③ 今後の住まい方                   （ 区内居住者意識調査）  

今後の住まいについて、 全体では「 現在の住まいに住み続けたい」 が4 4 .2 % を占

めていますが、 子育て世帯では3 3 .3 % と 全体より 少なく なっ ています。  

住み替える際に重視する点では「 手頃な価格で適切な住宅があるこ と 」 が4 3 .1 % と

最も 多く 、 次いで「 間取り や広さ が希望し たも のであるこ と 」 3 4 .0 % 、 「 日常の買い

物に便利なこ と 」 3 2 .8 % と なっ ています。  

高齢期の住まいについては、 「 別の住まいに住み替えたい」 と 答えた人が約半数を

占めており 、 高齢期の住まいの居住形態と し ては、 「 サービス付き 高齢者向け住宅※」

が最も 多く 挙げら れています。  

親や子ども （ の世帯） と の暮ら し 方と し て「 歩いて行ける程度の近い場所で、 別々

の住宅で暮ら す」 が3 7 .0 ％で最も 多く なっ ており 、 親世帯、 子ども 世帯が近居でき

る住環境整備が求めら れています。  

 

■世帯構成別今後の住まいについて 

 

 

■住み替える際に重視する点                      n=476 
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■高齢期の住まいについて     n=840 

  

■高齢期の住まいと し て希望する居住形態                              n=389 

 

 

■親や子ども と の暮ら し 方について                  n=879  

 

  

別の住まいに

住み替えたい

46.7%

現在の住まいに

住み続けたい

53.3%

24.7

13.6

12.6

11.8

9.3

8.0

5.7

5.7

4.1

4.6

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

サービス付き高齢者向け住宅

一戸建の持ち家（新築で購入または建替え）

区営住宅・区民住宅・都営住宅

分譲マンション（中古で購入）

老人ホームなどの施設

分譲マンション（新築で購入または建替え）

一戸建の持ち家（中古で購入）

民間の賃貸住宅

ＵＲ・公社の賃貸住宅

その他

37.0

17.3

13.9

11.3

10.6

8.6

1.4

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

歩いて行ける程度の近い場所で、別々の住宅で暮らす

遠く離れてもかまわないので、別々に暮らす

同じ住宅で一緒に暮らす

同じ敷地内にある別々の住宅で暮らす

同じ区内で、別々の住宅で暮らす

親や子どもはいない

その他
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④ 町会への加入                    （ 区内居住者意識調査）  

町会への加入率は6 1 .9 ％と なっ ています。 現在の居住形態別にみると 、「 一戸建の

持ち家」 では加入率が9 割近いのに対し 、 「 民間の賃貸住宅」 では加入率は2 割弱にと

どまっ ています。  

 

■現在の居住形態別町会への加入状況 

 

  

20.6

32.0

11.1

13.2

46.6

5.2

16.7

41.3

57.5

47.8

47.2

31.5

13.7

37.5

4.7

1.5

8.3

1.4

9.0

4.2

19.2

3.4

17.2

34.0

8.2

45.3

18.8

3.0

2.5

3.9

4.7

4.2

11.2 

3.1 

11.7 

5.7 

12.3 

22.2 

18.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

一戸建の持ち家

分譲マンション

ＵＲ・公社の賃貸住宅

区営住宅・区民住宅・都営住宅

民間の賃貸住宅

その他

加入しており、活動に参加している 加入しているが、活動には参加していない

加入したいが、機会や方法が分からない 加入していないし、必要性も感じない

その他 わからない
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⑤ 北区の住宅地と し てのイ メ ージ     （ 区外居住者意識調査・ ワーク ショ ッ プ）  

区外居住者における北区の住宅地と し てのイ メ ージについて、 「 通勤・ 通学に便

利」 や「 日常の買い物が便利」 が多く 挙げら れていますが、 約4 割は「 特に持っ てい

るイ メ ージはない」 と 回答し ています。  

また、 区内居住者を対象と し たワーク ショ ッ プにおいても 、 より 住みやすい地域に

するために区と の協力が必要なこ と と し て、 「 情報発信・ PR」 などの内容が多く 挙げ

ら れています。  
 

■北区の住宅地と し てのイ メ ージ                                  n=700 

 

 

⑥ 住まいを 取り 巻く 地域の環境について         （ 区内居住者意識調査）  

区の住まいを 取り 巻く 地域の環境についての要望と し て、 「 街灯や防犯に関する整

備」 が約4 割と 最も 多く 挙げら れています。  
 

■住まいを 取り 巻く 地域の環境についての要望                 n=880 

  

43.7

25.3

21.4

16.1

14.9

12.7

11.9

11.4

6.3

5.3

5.0

4.0

3.9

3.4

2.7

2.7

2.0

1.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

特に持っているイメージはない

通勤・通学に便利

日常の買い物が便利

手頃な価格で適切な「分譲マンション」がある

手頃な価格で適切な「賃貸住宅」がある

公共交通機関が充実している

公的住宅が多く立地している

手頃な価格で適切な「戸建住宅」がある

緑や空気など自然環境が良い

子育てしやすい環境である

住んでみたいまちである

医療機関が充実している

まちのイメージや雰囲気が良い

高齢者、障害者向けの福祉施設が充実している

文化・レクリエーション施設が充実している

教育環境が良い

まちなみが美しく景観が良い

若者が多く住んでいる

40.8

30.7

30.0

28.8

27.3

21.3

17.0

15.5

15.0

14.8

13.8

8.2

3.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

街灯や防犯に関する整備

子どもを安心して育てられる環境づくり

商店街など中心市街地の活性化

水害などの自然災害の対策

災害時の避難路の確保

道路や施設などの段差解消

バスなどの公共交通機関の充実

地域にふさわしいまちなみや景観づくり

生活道路の整備や拡張

公園・緑地の整備

空家等の適正な管理

住民主体の住まい・まちづくり活動への支援

その他
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（ ５ ） マンショ ンの実態 

① 分譲マンショ ンの管理状況            （ 分譲マンショ ン実態調査）  

管理状況と し て、 設備点検や入居者対応などをすべて管理会社に委託し ているマン

ショ ンが全体の6 9 ％あり 、 一部委託を 含めると 全体の8 8 ％と なっ ています。  

分譲マンショ ン管理上の問題と し ては、 「 管理組合※の役員のなり 手がいない」 が

3 9 ％と 最も 多く 、 次いで「 管理に対し て非協力的な住民がいる」 が2 7 ％と なっ てお

り 、 管理体制についての問題が多く 挙げら れています。  

 

■分譲マンショ ンの管理会社への委託の状況 

n=100 

 

 

■分譲マンショ ン管理上の問題 

n=100  

 

  

69.0

19.0

10.0

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理会社にすべて委託している

管理会社に一部委託している

委託はしていない（自主管理）

無回答

39.0

27.0

23.0

18.0

14.0

7.0

7.0

7.0

3.0

1.0

8.0

27.0

4.0

0% 10% 20% 30% 40%

管理組合の役員のなり手がいない

管理に対して非協力的な住民がいる

区分所有者が住んでおらず、

賃貸化されている住戸がある

役員の知識や経験不足のため

管理業務に十分対応できない

管理費、修繕積立金等の滞納が解消されない

管理規約の内容が十分でない

役員が多忙で管理業務に十分対応できない

管理会社や管理人が十分に対応できていない

管理会社への委託業務の内容が不明瞭である

管理費、修繕積立金等の口座が

管理会社や代行名義なので不安である

その他

特にない

無回答
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② 改修工事、長期修繕及び建替えの検討（ 分譲マンショ ン実態調査・ 賃貸マンショ ン実態調査）  

7 3 .0 ％の分譲マンショ ンで、 長期修繕計画が立てら れており 、 大規模修繕への対応

は進んでいますが、 建替えについては、 8 7 .0 % が「 当分検討する必要はない」 と し て

います。 し かし 、 アンケート の回答があっ た分譲マンショ ンのう ち、 旧耐震基準のも

のが2 5 .0 % あり 、 老朽化への対応が進んでいないと 考えら れます。  

また、 賃貸マンショ ンにおいても 、 過去に耐震改修※を 実施し ていないマンショ ン

が7 割以上あり 、 その理由は「 新し いので必要ない」 を除く と 「 費用の不足」 が最も

多く なっ ています。  

 

■長期修繕計画の作成状況（ 分譲マンショ ン実態調査）  

n=100    

 

 

■分譲マンショ ンの建替えについて    ■分譲マンショ ンの建築年 

（ 分譲マンショ ン実態調査）        （ 分譲マンショ ン実態調査）  

      n=100                     n=100 

    

73.0

10.0

3.0

2.0

1.0

4.0

3.0

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

作成している

何年後にどのような工事が必要でいくら位

かかるかなど、簡単な見通しは行った

現在作成中または作成の予定がある

作成しようとしたができなかった

作成を検討したことがない

その他

分からない

無回答

当分検討する

必要はない

87.0%

近く検討する予定

2.0%

かつて検討したが進んでいない

・現在検討中

0.0%
その他

9.0%

無回答

2.0%

昭和45年以前

4.0%

昭和46年～

55年

21.0%

昭和56年～

平成2年

25.0%

平成3年～7年

8.0%

平成8年～

12年

11.0%

平成13年～

17年

14.0%

平成18年～22年

4.0%

平成23年

以降

11.0%

不詳

2.0%
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■賃貸マンショ ンの耐震改修の有無   ■耐震改修を実施し ない理由 

（ 賃貸マンショ ン実態調査）       （ 賃貸マンショ ン実態調査）  

                n=499                         n=358    

 

 

 

 

③ 賃貸マンショ ンの住宅セーフ ティ ネッ ト への対応  （ 賃貸マンショ ン実態調査）  

賃貸マンショ ン所有者が、 住宅確保要配慮者を、 自身が経営する賃貸マンショ ンへ

受け入れるこ と については「 受け入れるつも り はない」 が5 3 .7 ％、 「 空室が生じ れ

ば受け入れていき たい」 が2 9 .2 % と なっ ています。  

 

■住宅確保要配慮者を 、 自身が経営する賃貸マンショ ンへ受け入れるこ と について 

n=479 

 

  

実施した

3.2%

実施していない

70.9%

無回答

25.9%

受け入れる

つもりはない

53.7%

空室が生じれ

ば受け入れて

いきたい

29.2%

積極的に受け入れ

ていきたい

2.7%

無回答

14.4%

新しいので

必要ない

50.0%

費用の不足

16.1%

知識の不足

10.7%

業者の選定

が難しい

8.2%

相談相手が

いない

3.1%
無回答

11.9%
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２ .  住まい・ 住環境を取り 巻く 課題 

「 住まい・ 住環境の現状」 を みると 、 北区では、 古い木造住宅が多い、 子育て世帯

の定住意向が少ない、 高齢の単身世帯が増加し ている、 住宅確保の支援を すべき 世帯

が増加し ている、 北区の住宅地についてイ メ ージを 持っ ていない区外居住者が多いな

どの様々な現状が明ら かと なり まし た。  

こ れら の内容を 踏まえ、 多岐にわたる住まい・ 住環境を 取り 巻く 課題について、 下

記の 5 項目に整理し ます。  

 

 

（ １ ） 安全・ 安心な住まい 

 

 

 

 

 

 

 

（ ２ ） 子育て世帯の定住 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

・ 木造住宅密集地域を はじ めと し た木造住宅の耐震化率向上や防火性の確保 

・ 増加し ている空家等の利活用や適正管理、 空家等の増加の予防 

・ 北区の主要な居住形態である共同住宅で、安心し て住み続けるための適切な維持

管理 

・ 今後も 区民が安心し て暮ら せるよう な、 防災や防犯、 環境に係る取組み 

 

・ 1 8 歳未満の子ども がいる世帯における、 最低居住面積水準未満の割合の減少と

誘導居住面積水準以上率の向上 

・ 北区の子育て環境のより 一層の向上と 、 区内外への情報発信 

・ 住み替え意向を 持つ子育て世帯の定住化 

・ ラ イ フ ステージ※に応じ た住み替えや、 親世帯と 近居でき る環境整備 
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（ ３ ） 高齢者の居住の継続 

 

 

 

 

 

 

 

（ ４ ） 住宅確保要配慮者への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ５ ） 魅力ある住環境の形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

・ 増加し ている単身世帯を はじ めと し た高齢者に対する、 地域での居住継続の支援 

・ 賃貸物件の所有者に対し 高齢者が住みやすいよう なリ フ ォ ームを 促すなど、 借家で

高齢者が住み続けら れるための取組み 

・ 公的住宅※におけるバリ アフ リ ー※化の推進 

・ 住み替えや子ども 世帯と の近居など、 高齢期の生活状況に合わせた住宅の確保 

・ 借家に居住する世帯のう ち約 4 割と なる 年間収入が 3 0 0 万円未満の世帯や、 所

得に関わら ず希望する賃貸住宅に居住する こ と が難し い高齢者、 障害者世帯等の

状況把握と 住宅確保の支援 

・ 増加傾向にある 外国人や障害者と のコ ミ ュ ニティ 形成などの住環境づく り や、 住

宅確保のサポート  

・ 区営住宅における、 福祉施策と の連携や住宅セーフ ティ ネッ ト の構築、 住宅困窮

度が高い世帯の居住安定のより 一層の推進 

・ 交通利便性や生活利便性等の住環境の一層の向上 

・ 将来的な商店街の継続と 、 それに伴う 地域住民のコ ミ ュ ニティ の場や日常生活へ

の影響への対応 

・ 区外居住者に対する、 北区の住宅地と し てのイ メ ージづく り や、 住宅地と し ての

魅力の効果的な情報発信 

・ 地域の特性を 生かし た景観づく り の誘導や、 景観形成にかかわる区民の自主的な

取組みの促進 

 



3 4  
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第３ 章  

基本理念・ 基本目標 
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１ .  基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章の「 住まい・ 住環境を 取り 巻く 課題」 を 踏まえると 、 高齢者世帯、 障害者世帯、

子育て世帯など多様な世帯が安心し て住み続けら れる地域社会を 形成する 更なる取組みが

必要であると 考えら れます。  

こ れら の取組みは、「 北区住宅マスタ ープラ ン 2 0 1 0 」 における基本理念と も 合致し てお

り 、 こ れまでの住宅政策を 継続し ていく こ と が必要であるこ と から 、「 北区住宅マスタ ープ

ラ ン 2 0 1 0 」 の基本理念である「 誰も が、 安心し て、 いき いき と 暮ら し 続けら れる、 ゆた

かな住生活の実現」 を 継承し ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯など

多様な世帯が安心し て住み続けら れる 地

域社会形成への更なる取組みが必要 

「 北区住宅マスタ ープラ ン 2010」 の基本

理念を 継承し こ れまでの住宅政策を 継続

し ていく こ と が必要 

誰もが、安心して、いきいきと暮らし続けられる、 

ゆたかな住生活の実現 

（ １ ） 安全・ 安心な住まい 

（ ２ ） 子育て世帯の定住 

（ ３ ） 高齢者の居住の継続 

（ ４ ） 住宅確保要配慮者 

への支援 

（ ５ ）魅力ある住環境の形成 

住まい・ 住環境を 取り 巻く 課題 基 本 理 念 

誰もが、安心して、 

いきいきと暮らし続けられる、 

ゆたかな住生活の実現 



3 7  

 

２ .  基本目標 

 基本目標については、「 住まい・ 住環境を 取り 巻く 課題」 に対応し 設定するこ と で、 北区

の特性や魅力を 生かし た住まい・ 住環境づく り を 進めていき ます。  

 

 

 

既存住宅の有効活用や適切な維持管理、 居住面積や耐震性など適切な質の住宅供給を 進

めると と も に、 防災性・ 防犯性を 高め、 省エネ対策、 緑化を 進めるなど、 安全・ 安心で良

質な住まいを 確保し ます。  

 

 

 

就職や結婚・ 子育て等のラ イ フ ステージに応じ て、 適切な住宅へ住み替えら れるよう 、

ラ イ フ スタ イ ルに合っ た住宅の確保や定住促進の取組み、 教育・ 子育て支援の総合的な取

組みを と おし て、 子育てフ ァ ミ リ ー層・ 若年層が住み続けたいと 思える住環境を 形成し ま

す。  

 

 

 

今後増加するこ と が予想さ れる高齢者に対し 、 日常の生活がし やすい住宅の改善・ 供給

や、 地域全体で支える仕組みを整えるこ と で、 住み慣れた地域で暮ら し 続けら れる住環境

を 形成し ます。  

 

 

 

住宅を 市場において自力で確保するこ と が難し い低額所得者、 高齢者、 障害者、 子育て

世帯、 外国人等の住宅確保要配慮者に対し 、 公営住宅の整備等を 含む住宅確保の支援や、

様々な世帯に応じ た暮ら し の支援を 実施するこ と で、 誰も が安心し て暮ら せる住宅を 確保

でき る環境を 実現し ます。  

 

 

 

北区の地域特性と 、 生活環境の利便性など住宅地と し ての魅力を踏まえ、 コ ミ ュ ニティ

の形成や居住環境の向上、 区の魅力を 区内外へ発信するなど、 区の活力を 高める魅力ある

住環境を 形成し ます。  

  

   基本目標１ 安全・安心で良質な住まいの確保 

   基本目標２ 子育てファミリー層・若年層が定住できる住環境づくり 

   基本目標３ 高齢になっても暮らし続けられる住環境づくり 

   基本目標４ 誰もが安心して居住できる住環境づくり 

   基本目標５ 北区の活力を高める魅力ある住環境づくり 
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３ .  施策の体系 

      

 

 

 

  

誰
も
が
、
安
心
し
て
、
い
き
い
き
と
暮
ら
し
続
け
ら
れ
る
、 

ゆ
た
か
な
住
生
活
の
実
現 

基本理念 基本目標 

  基本目標１ 

安全・安心で良質な住まいの確保 

   基本目標２ 

子育てファミリー層・若年層が 

定住できる住環境づくり 

   基本目標３ 

高齢になっても暮らし続けられる 

住環境づくり 

   基本目標４ 

誰もが安心して居住できる 

住環境づくり 

   基本目標５ 

北区の活力を高める魅力ある 

住環境づくり 
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住宅施策の方針 
（ ★： 重点的な取組み）  

施策 

長く 住み続けら れる住宅の供給 

 

民間住宅の耐震性・ 安全性の確保 ★ 
 

空家等対策の推進 ★ 
 

安全・ 安心な地域づく り  ★ 
 
まちづく り と 一体と なっ た良質な

住宅の供給 ★ 
 
みどり 豊かで地球環境に貢献する

やすら ぎの住まいづく り  
 

子育て世帯の住宅の確保 
 

子育て世帯・ 若年層の定住促進 ★ 
 

子ども ・ 家庭への支援と の連携 

 

高齢者世帯の住宅の確保 
 
 

高齢者世帯の居住継続の支援 ★ 
 

高齢者世帯等の生活の場の確保 
  

公営住宅の供給・ 維持管理 
 
福祉等と の連携による居住支援 
体制の整備 ★ 

 

障害者世帯の居住継続の支援 
 

外国人と の暮ら し やすい環境づく り  
 
 
まちがいき いき と する住環境の 
維持向上 ★ 

 
 

魅力的な住環境の整備 
 
みどり 豊かで地球環境に貢献する
やすら ぎの住まいづく り 【 再掲】  

 

北区の住まいに関する情報の発信 

長期優良住宅の普及 

多世代で暮ら せる住宅の建設・ 改修の支援 

木造住宅の耐震化支援 

マンショ ンの耐震化支援 

分譲マンショ ンの維持管理 

老朽家屋の除却支援 

管理不全空家等に対する措置 

空家等の利活用・ 適正管理等の促進 

木造住宅密集市街地の改善 

防災体制の整備・ 充実 

地域防犯活動の充実 

大規模住宅団地の建替え・ 団地再生 

市街地再開発事業等の促進 

持続可能な社会実現に向けた取組み 

まちなかにおける緑化の推進 
 
 
 
 
住宅セーフ ティ ネッ ト の充実 

多世代で暮ら せる住宅の建設・ 改修の支援【 再掲】  

家庭の環境に応じ た住み替え支援 

シティ プロモーショ ン・ イ メ ージ戦略の推進 

子ども ・ 家庭への支援と の連携 

 
公営住宅等の適切な整備 

多世代で暮ら せる住宅の建設・ 改修の支援【 再掲】  

住宅セーフ ティ ネッ ト の充実【 再掲】  

地域包括ケアシステムの構築 

高齢者世帯の住み替え支援 

家庭の環境に応じ た住み替え支援【 再掲】  

福祉施設の整備誘導 

高齢者世帯の住宅改修の支援 

 
区営住宅の設備の更新 

公営住宅等の適切な整備【 再掲】  

住宅セーフ ティ ネッ ト の充実【 再掲】  

空家等の利活用・ 適正管理等の促進【 再掲】  

障害者世帯の安定し た住環境の整備 

福祉施設の整備誘導【 再掲】  

外国人と の円滑なコ ミ ュ ニケーショ ンの促進 

外国人の地域社会への参加の促進 
 
 
 
利便性の高い総合的な交通体系の整備 

商店街の新たな魅力づく り の推進 

地域のき ずなづく り の推進 

建替え・ 再生に伴う 住環境整備 

地域特性等を踏まえた市街地再開発事業等の促進 

北区ら し い景観の形成 

持続可能な社会実現に向けた取組み【 再掲】  

まちなかにおける緑化の推進【 再掲】  

区民主体の魅力発信 

シティ プロモーショ ン・ イ メ ージ戦略の推進【 再掲】  
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第４ 章  

住宅施策の方針 
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 ５ つの基本目標を 達成するための、 住宅施策の具体的な方針と 施策について示し ます。  

 また、 優先度を 考慮し た取組みを 進めていく 必要がある こ と から 、 様々な住宅施策の中

から 「 重点的な取組み」 を 位置づけます。（「 重点的な取組み」 の詳細は第５ 章に記載）  
 

 

基本目標１ 安全・安心で良質な住まいの確保 

 

重点 住宅施策の方針 施策 

 
長く 住み続けら れる住宅

の供給 

長期優良住宅の普及 

多世代で暮ら せる住宅の建設・ 改修の支援 

● 
民間住宅の耐震性・ 安全

性の確保 

木造住宅の耐震化支援 

マンショ ンの耐震化支援 

分譲マンショ ンの維持管理 

● 空家等対策の推進 

老朽家屋の除却支援 

管理不全空家等に対する措置 

空家等の利活用・ 適正管理等の促進 

● 安全・ 安心な地域づく り  

木造住宅密集市街地の改善 

防災体制の整備・ 充実 

地域防犯活動の充実 

● 
まちづく り と 一体と なっ

た良質な住宅の供給 

大規模住宅団地の建替え・ 団地再生 

市街地再開発事業等の促進 

 

みどり 豊かで地球環境に

貢献するやすら ぎの住ま

いづく り  

持続可能な社会実現に向けた取組み 

まちなかにおける緑化の推進 

 

●： 重点的な取組み（ 詳細は第５ 章に記載）  

 

 

 

  

   基本目標１ 安全・安心で良質な住まいの確保 
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長く 住み続けら れる住宅の供給 
 
 
 近年、 北区では毎年 4 ,0 0 0 戸以上の住宅建設がみら れます。 また、 住宅の建設や改修時

には、 長寿命化等に配慮し た良質な住宅スト ッ ク 形成が求めら れています。 そのため、「 長

期優良住宅※」 の認定制度の普及や、 三世代同居のための住宅の建設や改修など、 多世代に

わたっ て長く 住み続けら れる住宅の整備を 支援し ます。  

 

 ◆長期優良住宅の普及 

 長期にわたり 良好な状態で使用するために、 構造及び設備について耐震性や耐久性な

ど一定の性能を満たす住宅を 「 長期優良住宅」 と し て認定するこ と で、 良質な住宅の普

及を促進し ます。  
 
◆多世代で暮ら せる住宅の建設・ 改修の支援 

子育てし やすい住環境の整備と 世代間の共助を 促進するため、 高齢者や子育て環境等

に配慮し た三世代同居のための住宅の建設、 または改修に対し て支援を 行います。  

 

連   長期優良住宅 

長期にわたり 良好な状態で使用するための措置が講じ ら れた優良な住宅を「 長期優良住宅」 と し て認

定し ています。 長期優良住宅の認定を 受けた住宅は、 補助金、 住宅ローンの金利引き 下げ、 税の特例や

地震保険料の割引等を 受ける こ と ができ ます。 新築住宅に加え、 既存住宅の増築・ 改築を 対象と し た認

定も 行われています。  

 

●長期優良住宅の「 認定基準」 イ メ ージ 

 

[ 出典： 一般社団法人 住宅性能評価・ 表示協会]  

コ ラ ム 
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民間住宅の耐震性・ 安全性の確保 
 
 

旧耐震基準の木造住宅等の耐震化を 図る ため、 改修や建替えに対し て助成する こ と で、

災害に強い安全な住まい・ 住環境づく り を 促進し ます。  

また、 分譲マンショ ン 、 賃貸マンショ ンについても 耐震化を 促進すると と も に、 適正な

維持管理ができ るよう 支援するこ と で、 良質な住宅スト ッ ク の形成を図り ます。  
 

◆木造住宅の耐震化支援 

大規模地震による木造住宅の倒壊を 防ぎ、 人命の安全を 確保するため、 耐震改修工事

にかかる費用の一部を助成し 、 安全で地震に強いまちづく り を 目指し ます。  

また、 木造住宅の耐震建替えについても 助成し 、 耐震化率の向上を図り ます。  
 
◆マンショ ンの耐震化支援 

旧耐震基準の分譲・ 賃貸マンショ ンについて、 診断・ 設計・ 工事など耐震化にかかる

費用の一部を 助成し ます。  
 
◆分譲マンショ ンの維持管理の支援 

分譲マンショ ンの管理に関する相談やセミ ナー等の実施により 、 管理組合や管理事業

者による適切な管理が図ら れるよう 支援し ます。  

 

連   安心 R 住宅 

耐震性があり 、 イ ンスペク ショ ン ※が行われた住宅であっ て、 リ フ ォ ーム等

について情報提供が行われる 既存住宅は、 「 安心 R 住宅」 と し て認定さ れま

す。 基準を 満たす既存住宅の広告には、 国が商標登録し たロゴマーク を 付けら

れており 、 安心し て購入でき る住宅の目印になっ ています。  

 

 

連   耐震基準 

昭和 5 6 年 5 月末まで適用さ れていた建物の構造の基準は一般的に「 旧耐震基準」 と 呼ばれ、 以降に

適用さ れている基準は一般的に「 新耐震基準」 と 呼ばれています。  

旧耐震基準は、 震度 5 強程度の揺れでも 建物が倒壊せず、

破損し たと し ても 補修する こ と で生活が可能な構造基準と し

て設定さ れています。一方新耐震基準は、震度 6 強～7 程度の

揺れでも 倒壊し ないよう な構造基準と し て設定さ れています。 

 特に旧耐震基準の住宅では、 耐震診断※等により 自身が住ん

でいる住宅が安全か把握する こ と が重要です。   

[ 出典： 東京都耐震化ポータ ルサイ ト ]  

コ ラ ム 

コ ラ ム 
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空家等対策の推進 
 
 

新たな空家等の発生の抑制や管理不全を予防するこ と で、問題の深刻化を 防ぐ と と も に、

すでに周辺の生活環境に悪影響を 及ぼし ている空家等への的確な対応が重要です。  

総合的な対策の推進により 、 良好な住環境の形成、 安全・ 安心なまちづく り を 実現し ま

す。  
 

◆老朽家屋の除却支援 

危険な老朽家屋の除却費用の一部を 助成する こ と により 、 地震等の自然災害による被

害や管理不全な状態による事故等の防止を 図り 、 区民が安全で安心し て住める災害に強

いまちづく り を推進し ます。  
 
◆管理不全空家等に対する措置 

適切な管理が行われておら ず、 そのまま放置するこ と が不適切な空家等に対し て、「 空

家等対策の推進に関する特別措置法」 や関係法令に基づき 、 迅速かつ的確な措置を 講じ

ます。  
 
◆空家等の利活用・ 適正管理等の促進 

空家等の所有者などを 対象と し た講演会、 専門家による個別相談や、 所有者への支援

を 行い、 空家等に関する諸問題の発生を 未然に防止すると と も に、 空家等の利活用や適

正管理、 流通を促進し ます。  

 
 

安全・ 安心な地域づく り  
 
 

首都直下地震等や荒川の氾濫等の災害に備え、 都市基盤の整備を はじ め、 都市の防災機

能の向上を一刻も 早く 実現さ せるため、 災害に強いまちづく り を 一層推進し 、 国・ 東京都

と 連携を 図り ながら 事業を 展開する必要があり ます。  

さ ら に、 災害は地域全体の課題であるこ と から 、 自主防災組織※だけでなく 、 地域の様々

な団体と の連携を 進めます。 また、 地域における安全・ 安心な防犯環境の整備と 地域防犯

力の向上を図り ます。  
 

◆木造住宅密集市街地の改善 

建築物の耐震化や不燃化、主要生活道路の整備、オープンスペースの確保などを進め、

地域の課題改善に努めます。 また、 地域住民と 区で話し 合いながら 、 実情に応じ た地区

計画※などのまちづく り のルールを定め、 災害に強いまちへ計画的に誘導し ていき ます。 
 
◆防災体制の整備・ 充実 

自主防災組織の育成や装備の充実を 図る と と も に、 関係機関と 連携し 、 災害時におけ

る要配慮者を 含む区民の安全確保への取組みを 推進し ます。  
 
◆地域防犯活動の充実 

子ども への防犯教室や高齢者向けの振り 込め詐欺に関する講話をと おし て、 防犯意識

の向上を図り ます。 また、 防犯カ メ ラ の設置に関する助成や防犯パト ロール活動への支

援を充実さ せ、 安全で安心し て暮ら せるまちづく り を 進めます。   
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まちづく り と 一体と なっ た良質な住宅の供給 
 
 

市街地再開発事業※や団地建替えを 中心と し た、 住宅市街地総合整備事業※等の面的なま

ちづく り の機会を生かし 、 良質な住宅の供給につなげます。  

区内の大規模住宅団地の建替えについては、 施設等の計画的な更新及び地域や団地の特

性に応じ た取組みを 進めます。  

 

◆大規模住宅団地の建替え・ 団地再生 

都市再生機構赤羽台団地や都営桐ケ丘団地などの大規模住宅団地の建替えにあたっ て

は、 多様な世代が快適に暮ら せるよう 、 従前の居住者に配慮すると と も に、 新たな居住

者にと っ ても 魅力ある良質な住宅を 供給し ていく よう 関係機関に求めていき ます。  

また、 団地開発から 年月が経過し 、 建物の老朽化と 居住者の高齢化が同時に進行し て

いるこ と から 、 団地の規模を 生かし た生活利便施設や子育て・ 高齢者世帯等の支援施設

など、 地域にと っ て必要な機能を 備えた拠点と し て再生を図れるよ う 関係機関と 連携を

進めます。  

 

◆市街地再開発事業等の促進 

北区の交通利便性を 生かし 、 都市中心拠点と なる駅前周辺では土地の高度利用を 図る

市街地再開発事業等を 促進し 、 良質な住宅の重点的な供給を 促し ます。 また、 防災上課

題を抱える地区では、 防災街区整備事業等による共同建替えを 促進し ます。  

 
 

みどり 豊かで地球環境に貢献するやすら ぎの住まいづく り  
 
 

将来世代に継承でき る まちづく り を 進めるため、 新エネ・ 省エネシステムの普及を はじ

めと する地球温暖化対策のほか、 子ども の頃から の環境教育や啓発活動を 推進するこ と で

環境意識の向上を 図り 、 家庭や地域における省エネ・ 省資源活動を 促進し ます。 また、 災

害時における 防災機能や、 二酸化炭素の吸収や大気の浄化、 区民の生活に豊かさ やう るお

いを 与えるなどの、 みどり の持つ多様な機能に着目し て、 快適かつ安全・ 安心で自然豊か

な住環境を創造し ます。  
 

◆持続可能な社会実現に向けた取組み 

地球環境に影響の少ない低炭素型ラ イ フ スタ イ ルの実現に向け、 建設時の環境影響へ

の配慮や住宅等における省エネルギー※改修の促進、 新エネルギー※及び省エネルギー機

器等の導入促進を 図り ます。 また、 集合住宅の管理組合などに対し て省エネコ ンサルタ

ント を 派遣し 、 省エネ対策に関する具体的な提案・ アド バイ スを 行います。  

未来を 担う 子ども たちへの環境教育を 学校や環境学習拠点施設等と 連携し て推進し 、

家庭でのエコ 活動や地域での環境活動につながるよう 、 環境問題に対し て正し く 考え行

動でき る力を 育成し ます。  
 
◆まちなかにおける緑化の推進 

快適かつ安全・ 安心な住環境を形成する ため、 生垣の造成や建築物の接道部・ 屋上及

びベラ ンダ・ 壁面等の緑化に対する支援や、「 北区みどり の条例」 に基づいた一定規模以

上の建築敷地に対する緑化の義務付けなど、まちなかにおけるみどり の創出に努めます。 
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基本目標２ 子育てファミリー層・若年層が定住できる住環境づくり 

 

重点 住宅施策の方針 施策 

 子育て世帯の住宅の確保 

住宅セーフ ティ ネッ ト の充実 

多世代で暮ら せる住宅の建設・ 改修の支援

【 再掲】  

● 
子育て世帯・ 若年層の定住

促進 

家庭の環境に応じ た住み替え支援 

シティ プロモーショ ン・ イ メ ージ戦略の推

進 

 
子ども・ 家庭への支援と の

連携 
子ども ・ 家庭への支援と の連携 

 

●： 重点的な取組み（ 詳細は第５ 章に記載）   

 
 

子育て世帯の住宅の確保 
 
 

特に区内で住宅を 確保するこ と が難し い世帯に対し ては、 北区居住支援協議会と 連携

し 、 世帯構成に応じ た住宅で生活でき るよう 、 様々な支援について検討し ていき ます。  

また、 多世代による共助を促す住宅の建設や改修を 支援すると と も に、 子育ての負担

軽減等に配慮し た住まいの普及を 図り 、 子育て世帯が魅力を 感じ る 住環境づく り を 進め

ます。  
 

◆住宅セーフ ティ ネッ ト の充実 

住宅の確保に特に配慮が必要な世帯が安心し て暮ら せるよう に、 公的住宅の適切な整

備に努めると と も に、居住支援法人※等の居住支援団体や不動産関係団体などと の連携や

民間住宅を 活用し た新たな居住支援について検討し 、 住宅セーフ ティ ネッ ト の充実によ

る居住の安定を図り ます。  
 
◆多世代で暮ら せる住宅の建設・ 改修の支援【 再掲】  

子育てし やすい住環境の整備と 世代間の共助を促進する ため、 高齢者や子育て環境等

に配慮し た三世代同居のための住宅の建設、 または改修に対し て支援を 行います。  

  

   基本目標２ 子育てファミリー層・若年層が定住できる住環境づくり 
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子育て世帯・ 若年層の定住促進 
 
 

子育て世帯・ 若年層は、 居住地の選択において、 住宅だけでなく 、 教育や医療、 環境等

のさ まざまな要因があるこ と を踏まえ、 子育て世帯・ 若年層が北区に住み続けたいと 思え

るよう な支援を 行います。  
 

◆家庭の環境に応じ た住み替え支援 

子育て世帯が民間賃貸住宅に転居し た場合の転居費用の助成、 親世帯に近居し て子育

て世帯が区内に住宅を 取得し た場合の登記費用助成等を と おし て、 子育て世帯の住み替

えを支援すると と も に、 親世帯と の生活の支え合いを 支援し ます。  
 
◆シティ プロモーショ ン・ イ メ ージ戦略の推進 

子育てフ ァ ミ リ ー層・ 若年層に向けて、 様々な媒体を 選定・ 活用し て、 住宅に係る助

成事業などの情報を効果的かつ多角的に発信し 、 北区の知名度や住環境に係るイ メ ージ

を 向上さ せていき ます。  

また、 北区の個性や魅力をよ り 深く 知っ ても ら う こ と で、 北区に住んでいるこ と への

誇り や愛着を醸成し 、 地域への興味・ 関心を 喚起し て、 地域の活性化、 地域のき ずなづ

く り へと 発展さ せていき ます。  

 
 

子ども ・ 家庭への支援と の連携 
 
 
 子育てし やすい環境は、 住宅に加え教育・ 子育て支援などの側面があり 、 ハード ・ ソ フ ト

の両面から 環境を 改善し ていく こ と が子育て世帯・ 若年層の定住につながると 考えら れます。 

そのため、 子ども ・ 家庭への支援を 実施し ている関係各課も 含め総合的な施策の検討を

進めます。  
 

◆子ども ・ 家庭への支援と の連携 

安心し て妊娠・ 出産・ 子育てができ る よう 、 子ども ・ 家庭への支援を 実施し ている 関係

各課と 連携し つつ、 多様化する子育て世帯のニーズをと ら え、 環境整備に取組みます。  

子育て支援に関する事業やサービ スの充実を 図り 、 その一環と し て子育て世帯の住宅

確保に取組み、 子育て世帯・ 若年層の定住化を 促進し ます。  
 

 

連   そら まめ相談室 

北区子ども の未来応援プラ ン （ 東京都北区子ども の貧困対策に関する計画）

に基づき 、 子ども の貧困対策事業の一環と し て、 ひと り で子育てするお母さ ん・

お父さ んために開設さ れた、 専門の相談室です。  

子育て中のひと り 親家庭や、 ひと り で子育てを する こ と に不安を 抱えるご家

庭の相談に応じ ます。日頃の悩みから 、生活に関わるお困り ごと まで、幅広く 相

談に応じ 、 支援制度などを ご案内し ています。   

コ ラ ム 
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基本目標３ 高齢になっても暮らし続けられる住環境づくり 

 

重点 住宅施策の方針 施策 

 高齢者世帯の住宅の確保 

公営住宅等の適切な整備 

多世代で暮ら せる住宅の建設・ 改修の支援

【 再掲】  

住宅セーフ ティ ネッ ト の充実【 再掲】  

● 
高齢者世帯の居住継続の

支援 

地域包括ケアシステムの構築 

高齢者世帯の住み替え支援 

家庭の環境に応じ た住み替え支援【 再掲】  

 
高齢者世帯等の生活の場

の確保 

福祉施設の整備誘導 

高齢者世帯の住宅改修の支援 
 

●： 重点的な取組み（ 詳細は第５ 章に記載）   

 

 
 

高齢者世帯の住宅の確保 
  
 高齢者世帯が暮ら し 続けら れる住宅を 確保するため、 住宅改造費の助成や、 高齢者向け

住宅などの整備を と おし て、 高齢者の希望や生活状況に応じ た多様な住まいの確保を 図っ

ていき ます。  
 

◆公営住宅等の適切な整備 

 区営住宅は、 住宅セーフ ティ ネッ ト と し て住宅困窮度が高い世帯の居住安定を 図るた

め、 福祉施策と の連携を強化する必要があり ます。 また、 区営住宅の建替え及び区営シ

ルバーピアの建設等については、 長寿命化計画に基づき 実施し ていき ます。 なお、 既存

の区営住宅は、順次建替え時期を 迎えるため、ラ イ フ サイ ク ルコ スト の削減を 図り つつ、

計画的に建替えを 進めていき ます。  

 北区は公的賃貸住宅が多く あるこ と から 、 その特性を 生かし た施策の推進を 目指し 、

管理主体（ 東京都、 都市再生機構、 東京都住宅供給公社） と の連携を 進めていき ます。  
 
◆多世代で暮ら せる住宅の建設・ 改修の支援【 再掲】  

子育てし やすい住環境の整備と 世代間の共助を 促進するため、 高齢者や子育て環境等

に配慮し た三世代同居のための住宅の建設、 または改修に対し て支援を 行います。  
 
◆住宅セーフ ティ ネッ ト の充実【 再掲】  

住宅の確保に特に配慮が必要な世帯が安心し て暮ら せるよう に、 公的住宅の適切な整

備に努める と と も に、 居住支援法人等の居住支援団体や不動産関係団体などと の連携や

民間住宅を 活用し た新たな居住支援について検討し 、 住宅セーフ ティ ネッ ト の充実によ

る居住の安定を図り ます。  
  

   基本目標３ 高齢になっても暮らし続けられる住環境づくり 
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高齢者世帯の居住継続の支援 
 
 
 単身世帯を 中心と し た高齢者の増加に対し て、 住み慣れた地域・ 住宅で暮ら し 続けるこ

と ができ るよう 、 親族や地域住民等によるサポート を 受けやすい環境を 整え、 高齢者世帯

の地域での居住継続を 支援し ます。  
 

◆地域包括ケアシステムの構築 

地域の見守り ・ 支えあい体制の充実や、 高齢者あんし んセンタ ーを 中心に医療機関や

介護事業者、 都市再生機構等を含めたネッ ト ワーク の強化を 図り 、 地域の特性に応じ た

地域包括ケアシステム※の構築を推進し ます。  
 
◆高齢者世帯の住み替え支援 

高齢者世帯が区内の民間賃貸住宅に住み替える際の助成などを と おし て、 高齢者世帯

が区内の住み慣れた地域で安心し て暮ら し 、 自立し た生活が送り 続けら れるよう に支援

し ます。  
 
◆家庭の環境に応じ た住み替え支援【 再掲】  

子育て世帯が民間賃貸住宅に転居し た場合の転居費用の助成、 親世帯に近居し て子育

て世帯が区内に住宅を 取得し た場合の登記費用助成等を と おし て、 子育て世帯の住み替

えを支援すると と も に、 親世帯と の生活の支え合いを 支援し ます。  

 

連   サービス付き 高齢者向け住宅 

「 高齢者の居住安定確保に関する法律（ 高齢者住まい法） ※」 の改正により 創設さ れた、 介護・ 医療と

連携し 、 高齢者の安心を支えるサービスを 提供するバリ アフ リ ー構造の住宅です。  

登録さ れているサービス付き 高齢者向け住宅は全て、 イ ンタ ーネッ ト 上の「 サービス付き 高齢者向け

住宅情報提供システム」 において、 運営情報の公開がさ れています。  

 

●サービス付き 高齢者向け住宅で提供さ れているサービス 

 

[ 出典： サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム]  

コ ラ ム 
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高齢者世帯等の生活の場の確保 
 
 
 自宅で暮ら すこ と が難し く なっ た高齢者等に対し て、自ら 出来るこ と の違いに合わせて、

区内で暮ら し 続けら れるよう 、 様々な形態の生活の場を 選択でき る環境を 整備し ます。  

 また、 でき るだけ住み慣れた自宅で快適に生活でき るよ う 、 既存の住宅のバリ アフ リ ー

化等による支援を進めます。  
 

◆福祉施設の整備誘導 

地域や事業者、 医療機関、 福祉施設と の連携を 強化し 、 区民ニーズを適切に捉え、 高

齢者や障害者一人ひと り が安心し て地域の一員と し て暮ら すこ と ができ る、 生活の場の

確保のため施設整備を推進し ます。  
 
◆高齢者世帯の住宅改修の支援 

介護認定を 受けた方や、 身体機能が低下し た高齢者の自宅に手すり の取付けや段差の

解消などの改修に対し 助成を 行う こ と で、 身体機能の状態に関わら ず、 快適に生活でき

る住宅整備を 支援し ます。  

 

 

連   北区バリ アフ リ ー基本構想 

北区が取り 組むバリ アフ リ ーの基本方針や考え方を 定めた「 北区バリ アフ リ ー基本構想【 全体構想】」

を 平成 2 7 年度に策定し 、 平成 2 8 年度から 平成 3 0 年度には、 区内 3 地域（ 赤羽、 王子、 滝野川） そ

れぞれで「 北区バリ アフ リ ー基本構想【 地区別構想】 」 を 策定し まし た。  

全体構想では、 区全域におけるバリ アフ リ ー化の推進に関する事項と し て、 下記の 4 点が示さ れてい

ます。  

１ ． まち づく り 事業と 連携し た重点整備地区の設定 

２ ． 社会資本整備と あわせたバリ アフ リ ー化の推進 

３ ． 公共建築物の整備に伴う バリ アフ リ ー化の推進 

４ ． ネッ ト ワーク 経路における整備の推進 

 

●北区のバリ アフ リ ー施設例 

        
音無橋脇昇降施設（ エレベータ ー）      アスカ パーク レ ールのアスカ ルゴ  

コ ラ ム 
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基本目標４ 誰もが安心して居住できる住環境づくり 

 

重点 住宅施策の方針 施策 

 公営住宅の供給・ 維持管理 
区営住宅の設備の更新 

公営住宅等の適切な整備【 再掲】  

● 
福祉等と の連携によ る 居

住支援体制の整備 

住宅セーフ ティ ネッ ト の充実【 再掲】  

空家等の利活用・ 適正管理等の促進【 再掲】 

 
障害者世帯の居住継続の

支援 

障害者世帯の安定し た住環境の整備 

福祉施設の整備誘導【 再掲】  

 
外国人と の暮ら し やすい

環境づく り  

外国人と の円滑なコ ミ ュ ニケーショ ン の

促進 

外国人の地域社会への参加の促進 
 

●： 重点的な取組み（ 詳細は第５ 章に記載）   

 

 
 

公営住宅の供給・ 維持管理 
  
 長寿命化計画に基づき 、 区営住宅スト ッ ク の有効活用のための設備の更新等を 図ると と

も に、 建替え時期を 迎える区営住宅については、 個々の用地の集約等による建替えも 視野

に入れ、 総合的に検討し ていき ます。 計画にあたっ ては、 コ ミ ュ ニティ バラ ンスや居住者

のための生活支援施設等の併設を 検討し ていく と と も に、 適切な収入基準に合わせた入居

の推進等を図り ます。  

 また、 高齢者向けの区営住宅と し て、 区営シルバーピアの建設を 進めます。  
 

◆区営住宅の設備の更新 

長寿命化計画に基づき 、 区営住宅の維持管理や耐久性の向上につながる 設備の更新を

検討し ます。 修繕等の計画的な実施と と も に、 時代に合わせた設備の水準に更新するこ

と で、 居住者の住みやすさ の向上を 図り ます。  
 
◆公営住宅等の適切な整備【 再掲】  

 区営住宅は、 住宅セーフ ティ ネッ ト と し て住宅困窮度が高い世帯の居住安定を 図るた

め、 福祉施策と の連携を強化する必要があり ます。 また、 区営住宅の建替え及び区営シ

ルバーピアの建設等については、 長寿命化計画に基づき 実施し ていき ます。 なお、 既存

の区営住宅は、順次建替え時期を 迎えるため、ラ イ フ サイ ク ルコ スト の削減を 図り つつ、

計画的に建替えを 進めていき ます。  

 北区は公的賃貸住宅が多く あるこ と から 、 その特性を 生かし た施策の推進を 目指し 、

管理主体（ 東京都、 都市再生機構、 東京都住宅供給公社） と の連携を 進めていき ます。  

 

  

   基本目標４ 誰もが安心して居住できる住環境づくり 
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福祉等と の連携による居住支援体制の整備 
 
 

誰も が区内に居住し 続けら れる環境を 整備するため、 福祉関係団体や不動産関係団体等

から 構成さ れる北区居住支援協議会と 連携し 、地域の理解や協力の確保に努めると と も に、

住まい探し から 入居後の安定し た生活まで連続性のある支援について検討を 進めます。  
 

◆住宅セーフ ティ ネッ ト の充実【 再掲】  

住宅の確保に特に配慮が必要な世帯が安心し て暮ら せるよう に、 公的住宅の適切な整

備に努める と と も に、 居住支援法人等の居住支援団体や不動産関係団体などと の連携や

民間住宅を 活用し た新たな居住支援について検討し 、 住宅セーフ ティ ネッ ト の充実によ

る居住の安定を図り ます。  
 
◆空家等の利活用・ 適正管理等の促進【 再掲】  

空家等の所有者などを 対象と し た講演会、 専門家による個別相談や、 所有者への支援

を 行い、 空家等に関する諸問題の発生を 未然に防止する と と も に、 空家等の利活用や適

正管理、 流通を促進し ます。  

 

 

連   UR 賃貸住宅スト ッ ク 活用・ 再生ビジョ ン 

都市再生機構では、 Ｕ Ｒ 賃貸住宅スト ッ ク を将来にわたっ て国民共有の貴重な地域資源と し て生かし

続けるため、 2 0 1 9 年度から 2 0 3 3 年度までの 1 5 年間のＵ Ｒ 賃貸住宅スト ッ ク の活用・ 再生の方向

性を 示す「 Ｕ Ｒ 賃貸住宅スト ッ ク 活用・ 再生ビジョ ン」 を 策定し ています。  

 

●Ｕ Ｒ 賃貸住宅スト ッ ク の多様な活用の３ つの視点 

 
[ 出典： 都市再生機構]  

コ ラ ム 



5 4  

 

 

障害者世帯の居住継続の支援 
 
 

障害者の居住継続のため、 住宅の確保や住環境の整備を 進めると と も に、 保健・ 医療・

福祉と の連携を 強化し 、 状況に応じ た適切な居住支援を 促進し ます。  
 

◆障害者世帯の安定し た住環境の整備 

障害者にと っ て居住し 続けら れる住宅の整備を 進めるため、 保健・ 医療・ 福祉等の関

係各課や東京都、 都市再生機構等と 連携し 、 居住環境の改善等を 検討し ます。  

また、 障害者が自立し た生活や社会生活を営むこ と ができ るよう 必要な相談や情報提

供等の支援を行う と と も に、 地域住民の交流と 協力、 障害者への理解を 促進し 、 住民が

相互に連携でき る環境を 整備し ます。  
 
◆福祉施設の整備誘導【 再掲】  

地域や事業者、 医療機関、 福祉施設と の連携を強化し 、 区民ニーズを 適切に捉え、 高

齢者や障害者一人ひと り が安心し て地域の一員と し て暮ら すこ と ができ る、 生活の場の

確保のため施設整備を推進し ます。  
 
 

 

外国人と の暮ら し やすい環境づく り  
 
 
 外国人と と も に暮ら し やすい環境を整える ため、 住宅確保のサポート に関する 検討を行

う と と も に、 行政情報の多言語化や異文化理解を 推進し ます。  

 また、 外国人の地域交流や地域参画の機会創出を 行います。  
 

◆外国人と の円滑なコ ミ ュ ニケーショ ンの促進 

外国人へ適切な生活情報を提供するため、 多言語化及びやさ し い日本語の使用、 イ ラ

スト やユニバーサルデザイ ン ※等の活用を 図り 、 外国人と の相互理解を 深めます。  
 
◆外国人の地域社会への参加の促進 

外国人が、 日本の生活に慣れ親し んだう えで、 地域に愛着を 持ち、 つながり を 持っ て

暮ら し ていけるよ う 、 外国人なら ではの視点や文化・ 経験を生かし た活躍や地域参画を

支援し ます。   



5 5  

 

基本目標５ 北区の活力を高める魅力ある住環境づくり 

 

重点 住宅施策の方針 施策 

● 
ま ち がいき いき と する 住

環境の維持向上 

利便性の高い総合的な交通体系の整備 

商店街の新たな魅力づく り の推進 

地域のき ずなづく り の推進 

 魅力的な住環境の整備 

団地の建替え・ 再生に伴う 住環境整備 

地域特性等を 踏ま えた市街地再開発事業

等の促進 

北区ら し い景観の形成 

 

みどり 豊かで地球環境に

貢献するやすら ぎの住ま

いづく り 【 再掲】  

持続可能な社会実現に向けた取組み【 再

掲】  

まちなかにおける緑化の推進【 再掲】  

 
北区の住まいに関する 

情報の発信 

区民主体の魅力発信 

シティ プロモーショ ン・ イ メ ージ戦略の推

進【 再掲】  
 

●： 重点的な取組み（ 詳細は第５ 章に記載）   

 

 
 

まちがいき いきと する住環境の維持向上 
 
 
 北区は公共交通や買い物の利便性などが高い特徴があり ます。 区民に身近な商店街の活

性化や交通体系の整備等、 北区での暮ら し の利便性等を高めていく と と も に、 身近なコ ミ

ュ ニティ である町会の活動や地域活動団体と の連携・ 協力でき る仕組みづく り を 支援する

こ と で、 地域のき ずなづく り につなげ、 まちがいき いき と する 住環境の維持向上を 図り ま

す。  
 

◆利便性の高い総合的な交通体系の整備 

交通機能や歩行者の安全性及び利便性の向上を図り 、 道路ネッ ト ワーク や公共交通機

関の整備事業を計画的に実施し ます。  
 
◆商店街の新たな魅力づく り の推進 

商店街独自の強みを 生かし た特徴的な取組みや、 商店街同士・ 地域・ 学生等と の連携

や協働による取組みを支援し 、 商店街の新たな魅力づく り を 推進し ます。  
 
◆地域のき ずなづく り の推進 

区民の自治意識や各地域における 人と 人と のつながり を 再認識し 、 北区への愛着を 深

めるために、 き ずなづく り 月間の普及啓発など、 地域のき ずなを 深める事業を 推進し ま

す。  

  

   基本目標５ 北区の活力を高める魅力ある住環境づくり 
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魅力的な住環境の整備 
 
 

大規模団地の建替え・ 再生に伴う 緑地・ 空地の創出や地域特性等を 踏まえた市街地再開

発事業、 地区の特性を 生かし た景観づく り により 、 地域の魅力を 向上し 、 良好な住環境の

整備を図り ます。  
 

◆団地の建替え・ 再生に伴う 住環境整備  

都市再生機構や東京都等によ る大規模住宅団地の建替えに合わせ、 区は地区計画等を

定めて、 地域の特性を 踏まえた土地の有効利用を誘導し 、 緑地・ 空地の創出を はじ めと

し た良好な住環境の整備を促し 、 新たな魅力あるまちづく り を 図り ます。  
 
◆地域特性等を踏まえた市街地再開発事業等の促進  

住民主体による市街地再開発事業等を促進し 、 駅周辺のにぎわいの創出や魅力の向上

を 図る と と も に、 地区内に憩いや集いの場と なるまと まっ た有効空地やみどり 等を 確保

し 、 住環境の整備を 図り ます。  
 
◆北区ら し い景観の形成 

地域の特性を 生かし た美し いまち なみを 形成するための景観づく り 等を誘導し ていく

と と も に、 区民による 自主的な取組みへの支援・ 誘導を 行い、 良好な景観形成に関する

取組みへの参加意欲の向上を 図り ます。  

 
 

みどり 豊かで地球環境に貢献するやすら ぎの住まいづく り 【 再掲】  
 
 

詳細は「 基本目標１ 」 に記載 

 
 

北区の住まいに関する情報の発信 
 
 

北区の住環境に係る魅力を区内外に向けて広く 発信し 、 知名度やイ メ ージを 高めていく

と と も に、 区民に対し ても 住環境に係る情報をより 積極的に公開し ます。  
 

◆区民主体の魅力発信 

区民が自ら 住むまちの魅力を 再発見、 再認識でき る機会を創出する こ と で、 北区への

定住を 促進すると と も に、 区民自ら がまちの魅力を 発信し 、 区内外へアピ ールでき る仕

組みづく り を 検討し ます。  
 
◆シティ プロモーショ ン・ イ メ ージ戦略の推進【 再掲】  

子育てフ ァ ミ リ ー層・ 若年層に向けて、 様々な媒体を 選定・ 活用し て、 住宅に係る助

成事業などの情報を効果的かつ多角的に発信し 、 北区の知名度や住環境に係るイ メ ージ

を 向上さ せていき ます。  

また、 北区の個性や魅力をよ り 深く 知っ ても ら う こ と で、 北区に住んでいるこ と への

誇り や愛着を醸成し 、 地域への興味・ 関心を 喚起し て、 地域の活性化、 地域のき ずなづ

く り へと 発展さ せていき ます。   
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第５ 章  
重点的な取組み 
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１ .  基本目標における重点的な取組み 

安全・ 安心で良質な住まいの確保 

◆民間住宅の耐震性・ 安全性の確保 

北区では木造住宅全体の 3 8 .1 % （ 1 9 ,9 3 5 戸） において耐震性が不十分であるこ と か

ら 、 特に木造住宅に対し 、 耐震に関する相談体制の充実等を図り 、 改修や建替えを 進める

ための助成を 行う こ と で、 耐震化を支援し ます。  

また、 戸建住宅と 比べて、 多数の居住者が生活する 分譲マンショ ンの耐震改修は、 居住

者の合意形成や費用面などの課題がある こ と から 、 マンショ ン管理士による管理に関する

相談や耐震化に関する助成等の支援を 行います。  

高層マンショ ンも 含め、 分譲マン ショ ン の適切な管理を 促進するため、 東京都の「 東京

におけるマン ショ ンの適正な管理の促進に関する条例」 を 踏まえ、 実態把握や管理組合へ

の支援等に取組みます。  
 

民間住宅の耐震性・ マンショ ンの維持管理に係る取組み 

■耐震性に係る取組み 

【 木造住宅の耐震化支援】  

木造住宅の耐震改修工事及び耐震建替え工事に要する費用の一部を 助成し 、 安全で地震に強い 

まちづく り を 目指し ます。  

【 マンショ ンの耐震化支援】  

旧耐震基準の分譲マンショ ンの管理組合を 対象に、 耐震アド バイ ザー、 耐震診断、 補強設計、  

改修工事に要する費用の一部を助成する「 分譲マンショ ン耐震化支援事業」、 旧耐震基準の賃貸 

マンショ ンの所有者を 対象に、 耐震アド バイ ザー、 耐震診断費用の一部を助成する「 賃貸マンシ 

ョ ン耐震化支援事業」 などを 実施し ています。  
 

■マンショ ン の維持管理に係る取組み 

【 分譲マンショ ンの維持管理の支援】  

分譲マンショ ンの適切な管理を支援するため、 管理組合や区分所有者を 対象と し た「 分譲マン 

ショ ン管理セミ ナー」、 区分所有者を対象にし た「 分譲マンショ ン管理相談」、 マンショ ン管理士 

が現地に赴き 管理組合の運営方法や建替え等についてアド バイ スする「 分譲マンショ ン管理相談 

員派遣」 などを実施し ています。  
 

 東京におけるマンショ ンの適正な管理の促進に関する条例 

東京都は、 管理組合に対し 、 行政が積極的に関わり 、 マンショ ンの管理不全を 予防し 、 適正な 

管理を促進すると と も に、 その社会的機能を向上さ せるこ と を 目的に、 平成 3 1 年 3 月に 

「 東京におけるマンショ ンの適正な管理の促進に関する条例」 を 制定し まし た。 こ の条例は、  

１ ． 都や管理組合、 事業者等の責務の明確化 

２ ． 管理組合による管理状況の届出（ 管理状況届出制度）  

３ ． 管理状況に応じ た助言・ 支援等の実施 

から 構成さ れています。  

 基本目標１  
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安全・ 安心で良質な住まいの確保 

◆空家等対策の推進 

 周辺の生活環境に深刻な悪影響を及ぼし ている空家等に対し て、「 空家等対策の推進に関

する特別措置法」 や関係法令に基づく 措置を 迅速かつ的確に講じ ます。  

あわせて、 空家等の所有者などに対し て、 適正管理、 利活用・ 流通促進に関する支援や

講演会等によ る普及啓発を行う こ と により 、 総合的な空家等対策を 推進し 、 良好な住環境

の形成や安全・ 安心なまちづく り を実現し ます。  

 

空家等対策の取組み 

■北区空家等対策計画 

空家等に関する施策を 総合的かつ計画的に実施し 、 住民の生命、  

身体又は財産を保護するこ と により 、 生活環境の保全を図ると と も に、  

誰も が安心・ 安全に暮ら せるまちづく り を 推進するこ と を 目的と し て、  

「 北区空家等対策計画」 を 策定し まし た。  

 計画で示さ れている空家等に対する下記の施策を 踏まえ、 様々な 

取組みを 実施し ています。  

 

１ ． 空家等の所有者等による管理の促進（ 予防対策）  

２ ． 空家等や除却後の跡地活用促進（ 活用・ 流通促進）  

３ ． 管理不明な空家等の状態に応じ た措置（ 管理不全空家等対策）  

４ ． 多様な主体と の連携及び推進体制の整備（ 推進体制等の構築）  

 

■空家等対策に係る具体的な取組み 

【 特定空家等に対する措置等】  

  「 特定空家等」 の状態にあると 認めら れる空家等に対し て、 空家等対策の推進に関する特別措置 

法に基づき 、 助言又は指導、 勧告、 命令等の措置を 行い、 空家等の状態の改善を 図り ます。  

 

【 老朽家屋の除却支援】  

  木造の老朽家屋の除却費用を 助成し 、 危険な空家等の解消を図り ます。  

 

【 適正管理・ 利活用支援】  

  空家等の適切な管理や利活用を行う 場合に、 所有者等に対し て、 管理費用や工事費用などの一部 

を 助成し 、 空家等の適正な管理や利活用を 促進し ます。  

 

  

 基本目標１  
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安全・ 安心で良質な住まいの確保 

◆安全・ 安心な地域づく り  

防災上、 住環境上の観点から 問題が指摘さ れている 木造住宅密集地域では、 建築物の耐

震化や不燃化、 主要生活道路の整備、 オープンスペースの確保などを 進め、 安全で快適な

住環境の創出を 進めます。  

また、 災害時に備え、 自主防災組織の育成や装備の充実を図る と と も に、 災害時におけ

る要配慮者の安全確保への取組みなどを 推進し 、 防災体制の整備・ 充実を 図り ます。  

さ ら に、 子ども への防犯教室や高齢者向けの振り 込め詐欺に関する 講話を と おし て、 防

犯意識の向上を 目指し 、 地域防犯活動を 促進するこ と で、 地域における安全・ 安心な防犯

環境の形成と 、 地域防犯力の向上を図り ます。  
 

安全・ 安心な地域づく り に係る取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 防犯出前講座】  

高齢者が集まる機会や場所を 利用し 、 警察

官 OB で防犯の専門家（ 防犯推進員） による

防犯出前講座を実施し ています。  

■北区密集住宅市街地整備促進事業 

老朽化し た木造住宅等が密集し 、 公共施設等の整備が不十分な地区に

おいて、 東京都北区密集住宅市街地整備促進事業（ 密集事業） を 導入し 、

避難路や延焼遮断帯の整備、 老朽建築物等の建替えの促進を 図ると と も

に住環境の整備等災害に強い総合的なまちづく り に取組んでいます。  

また、 既存の老朽住宅等から 耐火性能に優れた建物への建替えに対し

て、 建設資金等の一部を補助し ています。  

 

■自主防災組織 

「 自分たちのまちは自分たちで守る」 こ と を 基本に、 原則と し て、 町

会・ 自治会を 単位に自主防災組織が結成さ れています。 区は、 様々な消

防・ 救助用資機材を 配備すると と も に、 防災訓練等の活動に対し 助成金

を 交付するなどし て、 その活動を 支援し ています。  

平成 3 1 年 1 月 1 日現在、 1 8 0 ある町会・ 自治会に対し て、 1 7 8 の

自主防災組織が組織さ れています。  

■防犯意識の向上を 図る取組み 

【 子ども 向け防犯教室】  

子ども の防犯意識向上のため、 ３ 歳から 小学

校低学年までの子ども を 対象に、 腹話術や紙芝

居等によ る防犯のお話、 Ｄ Ｖ Ｄ 放映などを 行っ

ています。  

●共同建替えのイ メ ージ 

 基本目標１  



6 1  

 

安全・ 安心で良質な住まいの確保 

◆まちづく り と 一体と なっ た良質な住宅の供給 

① 大規模住宅団地の建替えと 団地再生の取組みの推進 

 北区には公的賃貸住宅が約３ 万戸あり 、 区内の全住宅戸数の１ ／６ を 占めています。 こ

れら の多く は高度経済成長期以降に大量に建設さ れ、 経年によ る 建物の老朽化や居住者の

高齢化が同時に進行し 、 一般の市街地では見ら れない急激な地域社会構造の変化が生じ て

おり 、 ハード ・ ソ フ ト 両面から の再生が喫緊の課題と なっ ています。  

そこ で、 建替え事業が進めら れている都市再生機構赤羽台団地や都営桐ケ丘団地などの

大規模住宅団地においては、 区は地域特性を 踏まえた都市計画等に基づき 、 良質な住宅の

供給や団地周辺の住環境整備を 関係機関と 調整を 進め誘導し ていき ます。 あわせて、 建物

の老朽化と 居住者の高齢化による地域全体の活力低下等の懸念に対し ては、 地域の大学等

関係機関と の連携を 進め、 生活利便機能や子育て・ 高齢者支援等に必要な機能を 備えた拠

点づく り や新たな地区の魅力の創造を 図るなどし て、 ソ フ ト ・ ハード の両面から 再生が図

ら れるよう 誘導し ます。  

  

大規模住宅団地の建替え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

団地再生の取組み 

 

 

 

 

 

 

 

■都市再生機構赤羽台団地（ 写真： 2016 年 1 月現在）  

近代的で良質な住宅整備が進んでいるほか、 高度利用

等により 創出さ れた土地には新たな区立公園の整備や、

地域の教育・ 文化の拠点と し て期待する東洋大学の計画

的な移転が進めら れています。  

未活用の土地については、 良質な住宅の整備が計画さ

れているほか、 スタ ーハウス※などの歴史的建築物が保存

活用さ れ、 新たな地域の魅力創造が図ら れる予定です。  

 
■都営桐ケ丘団地 

引き 続き 都営住宅の建替事業が進めら れ、 耐震化、 バリ アフ リ ー化さ れた良質な住宅が供給さ

れると と も に、 区と 連携し て、 道路・ 公園の整備が計画さ れています。  

また、 土地の有効利用で創出さ れた用地に、 区民センタ ーの整備や商業・ 医療・ 福祉から なる

生活利便機能を集積するこ と で、 誰も が暮ら し やすい生活の中心地の形成が計画さ れています。  

都市再生機構の４ 団地（ 赤羽台、 王子五丁目、 豊島五丁目、 神谷堀公園ハイ ツ） では、 地域医

療福祉拠点化が進み、 区と の協定に基づき 、 団地集会所が区の介護保険法に基づく 地域支援事業

の活動の場と し て提供さ れています。 また、 区と 東洋大学は地域課題解決に係わる包括協定を締

結し ており 、 赤羽台団地を はじ めと し た各地域での連携による施策の推進を 図り ます。  

桐ケ丘団地では区の空き 店舗活用事業により 、 一人暮ら し 高齢者等が集える 食事処が障害者の

就労の場と し ても 整備さ れ、 新たな地域の賑わいの場と なっ ています。  

phot o by Shi nkenchi ku-sha 

 基本目標１  
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② 交通利便性を生かし た駅周辺での重点的な供給の促進 

北区は東京都内でも Ｊ Ｒ の駅数が多く 、 区内居住者意識調査では通勤や通学、 買い物に

便利などの住環境に関する満足度が高く なっ ています。 こ のよう な生活利便性の高い北区

の中にあっ ても 、 駅周辺は特に都市居住を 実感でき る好立地にあり 、 居住機能の強化を 図

るこ と が求めら れます。  

 そのため、「 北区都市計画マスタ ープラ ン」 で定める赤羽、 十条、 王子などの都市中心

拠点では、 地域特性等を 踏まえながら 、 計画的なまちづく り を推進し 、 市街地再開発事業

など土地の高度利用による良質な住宅の重点的な供給を 促進し ていき ます。 あわせて、 地

区内及びその周辺で抱えるまちづく り の課題の解決を 図り 、 利便性の高い快適な住環境の

整備を推進し ます。  

 

市街地再開発事業 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

■北区における市街地再開発事業 

北区ではこ れまで３ 件の市街地再開発事業が事業認

可さ れています。  

すでに事業が完了し ている 赤羽駅西口地区（ 住宅・

都市整備公団施行） と 北赤羽駅地区（ 東京都施行） で

は、 公共施設の整備と と も に住宅がそれぞれ 4 0 0 戸、

6 6 0 戸供給さ れています。 また、 事業中の十条駅西口

地区では約 5 8 0 戸の住宅が供給さ れる計画と なっ てい

ます。  

赤羽一丁目（ 駅東口） では民間による事業化に向け

た計画の検討が進んでいます。  
十条駅西口地区市街地再開発事業 

再開発ビ ル完成予想図 

「 市街地開発事業」と は、都市再

開発法に基づき 、 市街地内の老朽

木造建築物が密集し ている 地区等

において、 細分化さ れた敷地の統

合、 不燃化さ れた共同建築物の建

築、公園、広場、街路等の公共施設

の整備等を 行う こ と によ り 、 都市

における 土地の合理的かつ健全な

高度利用と 都市機能の更新を 図る

こ と を目的と し ています。  

●市街地再開発のイ メ ージ図 
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子育てフ ァ ミ リ ー層・ 若年層が定住でき る住環境づく り  

◆子育て世帯・ 若年層の定住促進 

子育て世帯・ 若年層が、 就職・ 結婚・ 出産・ 子育て・ 教育など様々なラ イ フ ステージに

おいても 、 北区に住み続けら れるよ う 支援するため、 適正な居住面積水準の住宅の整備を

図ると と も に、 ラ イ フ ステージに応じ た住み替えや、 親世帯と の生活の支え合いを支援し

ます。  

また、 子育て世帯・ 若年層に対し 、 知名度や住環境・ 子育て環境に係るイ メ ージを 向上

さ せるため、 北区の個性や魅力などの効果的かつ多角的な情報発信に取組みます。  

 

子育て世帯等の定住促進に係る取組み 

【 親元近居助成】  

子育て世帯が、 親世帯の近く で、 北区内に住宅を 取得し た場合、 その際に支払っ た建物の登記 

費用の一部を 助成し ます。  

 

【 フ ァ ミ リ ー世帯転居費用助成】  

 子育て世帯が、 区内の民間賃貸住宅から 、 転居前より 広い民間賃貸住宅に転居し た場合に、  

礼金と 仲介手数料の合算額（ 一部または全部） を助成し ます。  

 

【 集合住宅の建築及び管理に関する条例】  

集合住宅の建築に起因する紛争の防止を図ると と も に、 フ ァ ミ リ ー層が安心し て住み続けら れる 

住戸の整備を 促進し 、 かつ円滑な近隣関係を維持し 、 地域コ ミ ュ ニティ の促進及び良好な居住環境 

を 形成するため施行さ れまし た。 家族向け住戸の整備や、 適切な管理の基準等を 定めています。  

 

 

子育てプロモーショ ン冊子「 Family Life in Tokyo Kita City ～住めば、 北区東京。 ～」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

シティ プロモーショ ン事業の一環と し て、

（ 一社） 東京北区観光協会と と も に、 区で子

育てする こ と の魅力を 発信する 子育てプロ

モーショ ン冊子を 制作し まし た。  

家族で楽し める飲食店や、親子の休日を 彩

る公園・ 図書館、 地域と のつながり を 感じ ら

れるマルシェ など、北区での日々の暮ら し に

焦点を当てながら 、子育てのし やすさ を 紹介

し ています。  

 

 基本目標２  
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高齢になっ ても 暮ら し 続けら れる住環境づく り  

◆高齢者世帯の居住継続の支援 

 北区では高齢単身世帯が大き く 増加し ており 、 高齢者が地域で安心し て暮ら し 続けら れ

る支援が求めら れています。 希望する住まい方に適し た住宅を 確保するこ と が困難な高齢

者に対し 、 適切な住宅の供給や住み替えに関する支援の検討を 進めます。  

 また、 地域や家族の支援により 、 住み慣れた地域・ 住宅で暮ら し 続けるこ と ができ るよ

う 、 子ども 世帯と の近居の促進や地域全体での見守り を 支援し ます。  

さ ら に、 地域全体での見守り 支援や、 高齢者あんし んセンタ ーを 中心に医療機関や介護

事業者等を含めたネッ ト ワーク の強化を 図るこ と で、 地域包括ケアシステムの構築を 推進

し 、 医療や介護、 福祉サービ スも 含めた様々な生活サービ スが日常生活の場で確保でき る

よう な体制を 整えます。  

 

地域包括ケアに係る取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■北区地域包括ケア推進計画 

地域包括ケアシステムは、高齢者が可

能な限り 住み慣れた地域で、その有する

能力に応じ て自立し た日常生活を 営む

こ と ができ るよう 、 医療、 介護、 介護予

防、 住まい、 日常生活支援が包括的に提

供さ れる体制のこ と です。  

北区では、高齢になっ ても 安心し て暮

ら せるための「 北区版地域包括ケアシス

テムの構築」 を 着実に推進し ていく こ と

を 目的と し た「 地域包括ケア推進計画」

を 策定し 、「 北区版地域包括ケアシステ

ムの構築」 の実現に向けた施策の方向性

を 示し ています。  

●北区版地域包括ケアシステムのイ メ ージ 

 

【 高齢者あんし んセンタ ー（ 地域包括支援センタ ー）】  

主任ケアマネジャ ー、社会福祉士、保健師、見守り コ ーディ ネー

タ ーなどが中心と なっ て高齢者を 支援し ています。  

 

【 地域ケア会議】  

高齢者が住み慣れた地域で安心し て、 いつまでも 自分ら し く 生

活でき る よう に、 在宅、 施設を 通じ た地域における包括的・ 継続的

なケア体制を 構築する ために、医療機関・ 介護サービス事業者など

の関係機関の相互連携を図る目的で開催さ れる会議です。  

 

 基本目標３  



6 5  

 

誰も が安心し て居住でき る住環境づく り  

◆福祉と の連携による居住支援体制の整備 

誰も が区内に居住し 続けら れる環境を 整備するため、 北区居住支援協議会や居住支援団

体、 地域事業者等と 連携し ながら 、 民間住宅を 活用し た居住支援について検討し 、 住宅セ

ーフ ティ ネッ ト の充実による 居住の安定を 図ると と も に、 住宅セーフ ティ ネッ ト 制度の普

及を 図り ます。  

 

北区居住支援協議会 

 

 

 

 

 

 

 

【 北区居住支援協議会 設立の目的】   

① 住宅確保要配慮者又は民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報の提供等 

② 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進及び居住の安定 

③ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する啓発活動その他の住宅市場 

の環境整備 

 

●居住支援協議会の構成イ メ ージ（ 資料： 国土交通省）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅等への円滑な入居の促進を 図るため、 地方公共団体や関係業

者、 居住支援団体等が連携し 、 住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し 、 住宅

情報の提供等の支援を 実施するも のです。  

北区では、 下記の 3 点を目的に平成 3 1 年 3 月に北区居住支援協議会が設立さ れ、 居住支援

団体、 地域事業者等と 連携し ながら 、 様々な支援の検討を 進めています。  

 

 基本目標４  



6 6  

 

北区の活力を 高める魅力ある住環境づく り  

◆まちがいき いきと する住環境の維持向上 

 北区は公共交通や買い物の利便性等において、 区内居住者意識調査における満足度が高

く なっ ている ため、 今後も 地域住民の暮ら し を支えるため、 区民に身近な商店街の活性化

を 図ると と も に、 体系的な道路ネッ ト ワーク や公共交通機関の整備など、 さ ら なる利便性

を 高める取組みを進めます。  

また、 身近なコ ミ ュ ニティ である町会の活動の支援など、 地域のき ずなを 深める事業を

推進し 、 まちがいき いき と する住環境の維持向上を図り ます。  

 

商店街に関わる取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域のき ずなづく り 推進プロジェ ク ト  

都市部において地域の連帯意識が希薄化する中、 地域における人と 人 

と のつながり を密にし 、 人々が地域への愛着を 深める と と も に積極的に 

地域活動へ参加でき る取組みを推進し ていく ために、 北区では「 地域の 

き ずなづく り 推進プロジェ ク ト 」 と し て、 地域のさ まざまな活動団体が 

互いに活動内容を 理解し 、 情報交換を する「 地域円卓会議」 や、 町会・  

自治会の加入促進についての取組み等を 進めています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域円卓会議 ●町会・ 自治会の加入促進に

ついての取組み 

■まちなかゼミ ナール支援事業 

「 お店を 知っ ても ら い、 店主のフ ァ ンになっ ても ら う 」 を コ ンセプト と し

て、 商店街の各個店を 会場に、 店主が専門店なら ではの専門知識や情報・ コ

ツを 無料で教える、 お得な街の中のゼミ ナールです。  

令和元(2 0 1 9 )年度から 、 区内商店主により 構成さ れる実行委員会の主催

に移行し 、 区は経費の一部を 支援し ています。  

 
■北区チャ レ ンジショ ッ プ支援事業 

北区内商店街にある空き 店舗を活用し て事業を 行う 起業家に対し て、 家賃

補助と 経営相談を 行っ ています。  

 

 基本目標５  
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２ .  地域特性に応じ た住宅・ 住環境への取組み 

 

（ １ ） 地域別の取組み 

北区は、JR 京浜東北線に沿っ た武蔵野台地の崖線を 境にし た、西側の台地部と 東側の低

地部に分けら れ、 区の中央を環状 7 号線が横断し 、 荒川、 隅田川、 新河岸川に囲まれ、 南

西から 北東にかけて石神井川が流れています。  

そう し た鉄道や幹線道路、 河川により 分けら れる区域は、 区民の日常生活圏や地域のコ

ミ ュ ニティ 形成上、 概ねひと つのまと まり になっ ています。  

こ のよう な地理的条件や、 社会的慣行を踏まえ、 北区全体を 以下の 7 地区に区分し てい

ます。  

本項では、「 北区都市計画マスタ ープラ ン」 で示さ れている、 土地利用の基本方針、 分野

別都市づく り の方針、 地区別のまちづく り 方針を 踏まえ、 こ れまでに示し ている住宅施策

の方針等をも と に、 各地区の特性を生かし た取組みを整理し ます。  

 

■７ 地区区分図 

 

 

 

① 

② 
③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

① 浮間地区 

② 赤羽東地区 

③ 赤羽西地区 

④ 王子東地区 

⑤ 王子西地区 

⑥ 滝野川東地区 

⑦ 滝野川西地区 
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① 浮間地区 

 

◆住環境の特性 

・ 高規格堤防事業、 親水空間の整備などを進めている 

・ 荒川、 新河岸川に囲まれ、 水辺空間に恵まれたう るおいのある環境と なっ ている 

・ 荒川河川敷や新河岸東公園など気軽にスポーツができ る環境が整っ ている 

・ 浮間ヶ 原の桜草や、 氷川神社の例祭、 マン ゴリ （ 万垢離） など、 古く から の歴史文

化が残っ ている 

・ 新河岸川沿いを はじ め工場が多く 立地し ている 

 

◆住宅・ 居住者の特性 

・ 都営・ 区営住宅スト ッ ク が多く 形成さ れている 

・ マンショ ン建設により 、 子育て世帯が増加傾向にある 

・ 区内では比較的高齢化率が低い 

・ 2 0 3 3 年まで年少人口、 生産年齢人口は増加が見込まれている 

 

◇地区別の取組み 

  う るおいのある自然環境や公園など、 快適かつ安全・ 安心で自然豊かな住環境を 形

成するため、 景観づく り 等の自主的な取組みに対し て支援・ 誘導を 行います。  

  マンショ ン建設が進んでいるこ と などから 、 子育て世帯・ 若年層が居住し やすい環

境にある ため、 ラ イ フ ステージの変化に応じ て住み続けら れる住環境整備を 進めま

す。  

  公的賃貸住宅が多く 、 大規模団地ではこ れまでのコ ミ ュ ニティ を 継承し ながら 建替

え・ 再生が進めら れています。 子育てや福祉等を サポート する拠点と し て整備さ れ

ており 、 引き 続き 都市再生機構、 東京都と 連携し た団地再生を進めます。  
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■浮間地区図 

 

 

 

  

【 浮間公園】           【 マンゴリ （ 氷川神社）】  
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② 赤羽東地区 

 

◆住環境の特性 

・ 荒川・ 隅田川の水辺空間がいこ いの場と なっ ている 

・ JR 赤羽駅、 東京メ ト ロ赤羽岩淵駅、 志茂駅などがあり 、 区内外への交通利便性が高い 

・ 赤羽駅周辺は、 大規模商業施設や地区に密着し た商店街などがあり 、 区内最大の商

業地域が広がる 

・ 商店街を 中心に、 地域と 協働で開催さ れる「 赤羽馬鹿祭り 」 が行われている 

・ 隅田川沿川の一部地区には工場が多く 立地し ている 

・ 旧岩淵水門や志茂熊野神社の白酒祭などの地区資源が残っ ている 

 

◆住宅・ 居住者の特性 

 ・ 区内の中では一戸建の割合が高い 

・ 志茂地区で防災まちづく り が進めら れている 

・ 生産年齢人口が特に増加傾向にある 

・ 年少人口は 2 0 3 3 年まで、 生産年齢人口は 2 0 2 8 年まで増加が見込まれている 

・ 世帯数は今後も 増加が見込まれている 

 

◇地区別の取組み 

  志茂地区などの木造住宅密集市街地の改善を 進め、 防災まちづく り を推進し ます。  

  都心・ 副都心への交通利便性が高く 、 商業施設も 充実し ているこ と や、 年少人口・

生産年齢人口が増加傾向にある こ と から 、 子育て世帯・ 若年層が住み続けら れる住

環境整備を 進めます。  

  商店街での地区・ 学生等と の連携や、 協働によ る魅力あふれる商店街づく り と 併せ

た学生等の若年層居住を進め、 地区の活性化を進めます。  
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■赤羽東地区図 

 

 
 

  

【 旧岩淵水門】              【 赤羽馬鹿祭り 】  
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③ 赤羽西地区 

◆住環境の特性 

・ 赤羽自然観察公園、 桐ケ丘中央公園、 清水坂公園など、 大規模な公園が立地し ている 

・ 赤羽緑道公園や赤羽台公園、 赤羽台団地や桐ケ丘団地の緑地などみどり 豊かな環境

が広がっ ている 

・ 赤羽駅周辺は、 大規模商業施設や地区に密着し た商店街などがあり 、 区内最大の商

業地域が広がる 

・ 北区指定無形民俗文化財「 稲付の餅搗唄」 など、 地区特有の風習が残っ ている 

 

◆住宅・ 居住者の特性 

・ 都市再生機構赤羽台団地、 都営桐ケ丘団地の更新による地区連携拠点が形成さ れて 

いる 

・ 都営・ 区営住宅スト ッ ク が多く 形成さ れている 

・ 生産年齢人口が減少傾向にある 

・ 高齢化率が増加傾向にある 

・ 2 0 2 8 年以降、 人口と 世帯数の両方で減少が見込まれている 

 

◇地区別の取組み 

  大規模な公園や緑地など、快適かつ安全・ 安心で自然豊かな住環境を 形成するため、

景観づく り 等の自主的な取組みに対し て支援・ 誘導を 行います。  

  都心・ 副都心への交通利便性が高く 、 商業施設も 充実し ているも のの、 生産年齢人

口が減少傾向にあるこ と から 、 子育て世帯・ 若年層が居住し やすく なる住環境整備

を進めます。  

  高齢化率が区内でも 高いこ と から 、 高齢者への適切な住宅の供給や住み替えに関す

る支援の検討を 進めると と も に、 地区全体での見守り を 支援し ます。  

  公的賃貸住宅が多く 、 大規模団地ではこ れまでのコ ミ ュ ニティ を 継承し ながら 建替

え・ 再生が進めら れています。 子育てや福祉等を サポート する拠点と し て整備さ れ

ており 、 引き 続き 都市再生機構、 東京都と 連携し た団地再生を 進めます。 また、 ス

タ ーハウスなどの歴史的建築物を 保存活用し 、 地域の新たな魅力創造を図り ます。  

  商店街での地域・ 学生等と の連携や、 協働によ る魅力あふれる商店街づく り と 併せ

た学生等の若年層居住を進め、 地区の活性化を進めます。  
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■赤羽西地区図 

 
 
 

  

【 スタ ーハウス（ 都市再生機構赤羽台団地）】    【 稲付の餅搗唄（ 道観山稲荷神社）】  
[ 写真提供： 都市再生機構]   
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④ 王子東地区 

 

◆住環境の特性 

・ 荒川・ 隅田川河川敷に広がる緑地や、 石神井川の水辺空間などの自然環境が広がっ て

いる 

・ 王子駅は３ つの鉄道路線が乗り 入れ、 多く のバス路線が集まる交通結節点と なっ て

いる 

・ 王子駅周辺は、 公共施設や業務施設が多く 立地する拠点と なっ ている 

・ 地区に密着し た個性豊かな商店街があり 、 スーパーと の共存共栄などさ まざまな取

組みが行なわれている 

・ 大規模工場跡地に、 マンショ ンの建設など土地利用の変化が生じ ている 

・ 集落の遺跡がある豊島馬場遺跡公園、 地域の伝統行事である 「 王子狐の行列」 のス

タ ート 地点である装束稲荷神社などの史跡が残っ ている 

 

◆住宅・ 居住者の特性 

・ 中層以上の集合住宅が多く 立地し ている 

・ 都市再生機構の賃貸住宅が多く 立地し ている 

・ 生産年齢人口の割合が減少傾向にある 

・ 高齢化が区内でも 進んでいる 

 

◇地区別の取組み 

  共同住宅が多いこ と から 、 既存の住宅スト ッ ク に長く 暮ら し 続けら れるよう 、 共同

住宅の維持管理の支援を進めます。  

  緑地や水辺空間の自然環境など、 快適かつ安全・ 安心で自然豊かな住環境を 形成す

るための自主的な取組みに対し て支援・ 誘導を行います。  

  高齢化が進行し ているこ と から 、 高齢者への適切な住宅の供給や住み替えに関する

支援の検討を進めると と も に、 地区全体での見守り を 支援し ます。  

  都市再生機構の賃貸住宅が多く 立地し ており 、 地域医療福祉拠点と し ての活用も 進

んでいる ため、 引き 続き 、 地区の見守り 拠点の整備などを 通じ た安心居住の実現を

図り ます。  

  商店街での地区と の連携や、 協働による魅力あふれる商店街づく り を 進め、 地区の

活性化を 促し ます。  
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■王子東地区図 

 
 

 

  

      【 王子駅周辺】           【 王子狐の行列（ 装束稲荷神社）】  
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⑤ 王子西地区 

 

◆住環境の特性 

・ 北区中央公園、 飛鳥山公園、 音無親水公園、 名主の滝公園、 石神井川の水辺空間と

自然が楽し める公園が多数立地し ている 

・ 東京都障害者総合スポーツセンタ ーが立地し ている 

・ JR 埼京線十条駅、 JR 京浜東北線東十条駅を中心に、 2 路線を利用でき る 

・ 北区役所や中央図書館、 飛鳥山 3 つの博物館など、 行政・ 教育文化施設が集積し て

いる 

・ 十条駅周辺は、 区内で最も 商店街が集まる地域であり 、 身近な買い物環境が形成さ

れている 

・ 複数の大学が立地し ており 、 商店街などと 連携し たにぎわいづく り などが行われて

いる 

・ 北区指定無形民俗文化財「 王子田楽」 や地域の伝統行事である「 王子狐の行列」、 十

条冨土神社大祭「 お冨土さ ん」 などの行事が行われているほか、 大衆演劇を 楽し む

こ と ができ る篠原演芸場が立地し ている 

 

◆住宅・ 居住者の特性 

・ 一戸建・ 低層住宅が多く 立地し ている 

・ 十条地区で防災まちづく り が進めら れている 

・ 単身世帯が半数を 超え、 北区全体と 比較し て多い一方、 子ども がいる世帯や夫婦の

み世帯が少ない 

・ 生産年齢人口の割合が減少傾向にある 

 

◇地区別の取組み 

  十条地区などの木造住宅密集市街地の改善を 進め、 防災まちづく り を推進し ます。  

  緑地や水辺空間の自然環境のよ う に、 快適かつ安全・ 安心で自然豊かな住環境を 形

成するための自主的な取組みに対し て支援・ 誘導を行います。  

  単身世帯が多い一方、 生産年齢人口が減少し ているこ と から 、 フ ァ ミ リ ー世帯など

がより 住みたいと 思えるよう な支援策の検討を行います。  

  十条駅周辺の商店街での地域・ 学生等と の連携や、 協働による魅力あふれる商店街

づく り と 併せた学生等の若年層居住を 進め、 地区の活性化を進めます。  
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■王子西地区図 

 
 

 

  

      【 飛鳥山公園】              【 中央図書館】  
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⑥ 滝野川東地区 

 

◆住環境の特性 

・ 都心・ 副都心に近接し た環境で、 鉄道駅へのアク セス性が高く 、 明治通り を 中心に

バスも 数多く 運行さ れている 

・ 田端駅周辺などに、 地域に密着し た複数の商店街がある 

・ 町工場や流通施設の跡地に、 マンショ ンの建設など土地利用の変化が生じ ている 

・ 国指定の史跡である中里貝塚や、 東灌森稲荷神社の赤鳥居がある 

・ 上中里では、 子ども たち等と 地区交流を 図る遊び場道場などにより 、 顔の見える関

係づく り が行われている 

 

◆住宅・ 居住者の特性 

・ 一戸建が多く 立地し ている 

・ 空家等のう ち、 再利用可能な住宅の割合が高い 

・ 人口増加率が区内でも 高く 、 特に生産年齢人口の増加率が高い 

・ 若年層の単身世帯が多い 

 

◇地区別の取組み 

  再利用可能な空家等の適正管理や利活用に対する 支援を と おし て、 地区活動を促進

し ます。  

  若年層の単身世帯が多く 居住し ており 、 今後結婚、 出産等の世帯構成の変化に伴う

転居も 多く なると 考えら れるこ と から 、 ラ イ フ ステージに合わせて住み続けら れる

住環境整備を進めます。  

  地区交流の取組みを 支援するなど、 地区のき ずなを 深める事業を推進し ます。  

  地区に多く 見ら れる自然、 文化的な環境のさ ら なる充実を 図るこ と で、 住み続けた

く なるより よい景観、 住環境の形成を 推進し ます。  
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■滝野川東地区図 

 

 

 

  
【 中里貝塚】              【 東灌森稲荷神社】  

  

東京さ く ら ト ラ ム 

（ 都電荒川線）  
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⑦ 滝野川西地区 

 

◆住環境の特性 

・ 地区内に多く の公園があると と も に、 駅に近接し た大規模病院がある  

・ 飛鳥山公園、 旧古河庭園などの歴史的な公園・ 庭園があると と も に、 石神井川が地

区内を 流れる 

・ JR、 東京メ ト ロ南北線、 都電荒川線が通っ ており 、 都心・ 副都心に移動し やすい 

・ 地域に密着し た商店街が立地し ている 

・ 飛鳥山３ つの博物館や田端文士村記念館などの施設や、 旧醸造試験所第一工場など

の産業遺産が立地し ている 

 

◆住宅・ 居住者の特性 

・ 一戸建の割合が高い 

・ 区内で最も 空家等の数が多い 

・ 西ケ原地区で防災まちづく り が進めら れている 

・ 人口増加率が区内でも 高く 、 特に生産年齢人口の増加率が高い 

・ 単身世帯の割合は区平均程度である 

・ 2 0 3 3 年まで人口、 世帯と も に増加が見込まれている 

 

◇地区別の取組み 

  地区内に多く ある空家等に対し 、 適正な管理を 促進すると と も に、 状況に応じ て住

みやすく なる改修等の支援を行い、 良質な空家等と し ての流通を目指し ます。  

  西ケ原地区などの木造住宅密集市街地の改善を進め、防災まちづく り を推進し ます。 

  生産年齢人口の増加率が高く 、 今後、 出産、 進学等の世帯構成の変化に伴う 転居も

多く なる と 考えら れるこ と から 、 ラ イ フ ステージに合わせて住み続けら れる住環境

整備を進めます。  

  地区に多く 見ら れる自然、 文化的な環境のさ ら なる充実を 図るこ と で、 地区に住み

続けたく なるより よい景観、 住環境の形成を 推進し ます。  

  地域に密着し た商店街での地区・ 学生等と の連携や、 協働による 魅力あふれる商店

街づく り と 併せた学生等の若年層居住を進め、 地区の活性化を 進めます。  
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■滝野川西地区図 

 

 

 

  

【 旧古河庭園】             【 旧醸造試験所第一工場】  
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（ ２ ） 特定促進地区※の取組み 

「 東京都住宅マスタ ープラ ン」 には、 住生活基本法第 1 7 条第２ 項第六号に基づく 住宅

の供給及び住宅地の供給を重点的に図るべき 地域に関する 事項について定めており 、 北区

は下記の地区が位置付けら れています。  

北区全域が重点供給地域※に該当し 、 2 0 の特定促進地域があるこ と から 、 それぞれの住

宅市街地の整備又は開発の方針を 踏まえ、 地域の特性を 生かし た住宅・ 住環境づく り を進

めていき ます。  
 

■北区の特定促進地区（ 東京都住宅マスタ ープラ ン 平成２ ９ 年３ 月）  

地域区分 
特定促進地区 

の名称 

面積 

（ ha）  
主な計画・ 整備手法 

浮間地区 浮間三丁目地区 3  公営住宅建替事業（ 事業中）  

赤羽東地区 志茂地区 1 0 0  

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（ 事業中）  

木造住宅密集地域整備事業（ 事業中）  

都市防災不燃化促進事業（ 一部完了）  

防災生活圏促進事業（ 完了）  

防災街区整備地区計画（ 決定済）  

不燃化推進特定整備地区 

赤羽東地区 赤羽南地区 2  都市防災不燃化促進事業 

赤羽東地区 神谷二丁目地区 2  公営住宅建替事業（ 事業中）  

赤羽東地区 

赤羽西地区 
桐ケ丘・ 赤羽台地区 1 2 2  

公営住宅建替事業（ 事業中）  

住宅市街地総合整備事業＜拠点型＞（ 事業中）  

地区計画（ 決定済）  

機構住宅団地再生事業（ 事業中）  

優良建築物等整備事業 

市街地再開発事業 

都市防災不燃化促進事業（ 事業中）  

不燃化推進特定整備地区 

赤羽西地区 十条北地区 3 0  

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（ 事業中）  

木造住宅密集地域整備事業（ 事業中）  

沿道地区計画 

都市防災不燃化促進事業（ 完了）  

沿道整備事業（ 事業中）  

赤羽東地区 

赤羽西地区 

王子東地区 

王子西地区 

環状７ 号線沿道地区 1 4  

沿道整備事業（ 事業中）  

都市防災不燃化促進事業（ 完了）  

防災生活圏促進事業（ 完了）  

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（ 完了）  

木造住宅密集地域整備事業（ 完了）  

沿道地区計画（ 決定済）  

防災街区整備地区計画（ 決定済）  

王子東地区 豊島地区 1 2  
住宅市街地総合整備事業＜拠点型＞（ 完了）  

再開発等促進区を 定める地区計画（ 決定済）  
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地域区分 
特定促進地区 

の名称 

面積 

（ ha）  
主な計画・ 整備手法 

王子東地区 豊島五・ 六丁目地区 3  

再開発等促進区を 定める地区計画（ 決定済）  

住宅市街地総合整備事業＜拠点型＞（ 完了）  

土地区画整理事業（ 完了）  

王子東地区 王子三丁目地区 1  公営住宅建替事業（ 事業中）  

王子東地区 豊島三丁目地区 1  公営住宅建替事業（ 事業中）  

王子東地区 豊島四丁目地区 3  再開発等促進区を 定める地区計画（ 決定済）  

王子東地区 補助 8 8 号線沿道地区 7  都市防災不燃化促進事業（ 完了）  

王子西地区 上十条三・ 四丁目地区 2 1  

沿道整備事業（ 事業中）  

都市防災不燃化促進事業（ 完了）  

防災生活圏促進事業（ 完了）  

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（ 完了）  

木造住宅密集地域整備事業（ 完了）  

沿道地区計画（ 決定済）  

防災街区整備地区計画（ 決定済）  

防災生活道路整備・ 不燃化促進事業 

王子西地区 十条駅西口地区 2 7  

市街地再開発事業 

防災生活圏促進事業（ 完了）  

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（ 事業中）  

木造住宅密集地域整備事業（ 事業中）  

地区計画（ 決定済）  

都市防災不燃化促進事業（ 事業中）  

沿道整備事業（ 事業中）  

不燃化推進特定整備地区 

王子西地区 

上十条一丁目、 中十条

一・ 二・ 三丁目、 岸町

二丁目地区 

5 2  

沿道整備事業（ 事業中）  

都市防災不燃化促進事業（ 事業中）  

防災生活圏促進事業（ 完了）  

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（ 事業中）  

木造住宅密集地域整備事業（ 事業中）  

沿道地区計画（ 決定済）  

地区計画（ 一部決定済）  

不燃化推進特定整備地区 

王子西地区 王子本町三丁目地区 4  公営住宅建替事業（ 事業中）  

滝野川東地区 上中里地区 6  都市防災不燃化促進事業 

滝野川西地区 西ケ原地区 3 1  

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（ 事業中）  

木造住宅密集地域整備事業（ 事業中）  

都市防災不燃化促進事業（ 事業中）  

機構居住環境整備事業（ 完了）  

地区計画（ 決定済）  

不燃化推進特定整備地区 

滝野川西地区 田端地区 8  

土地区画整理事業（ 事業中）  

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（ 完了）  

地区計画（ 決定済）  

公社住宅建替事業（ 事業中）  
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（ 参考） 拠点の将来像 

 

東京都が策定し た「 都市づく り のグラ ンド デザイ ン 」 では、 目指すべき 新し い都市像の

実現にあたっ て、 個別の拠点や地域について将来像を 示し ています。  

将来像を示し ている地域は、 東京都全体で大き く ４ つに分けら れており 、 北区は、 環状

7 号線内側の「 中枢広域拠点域」 と 、 環状７ 号線外側の「 新都市生活創造域」 にまたがっ

て立地し ています。  

北区における個別の拠点の将来像と し て、「 中枢広域拠点域」 のう ち、 中心部【 D 】 と

し て、「 田端・ 駒込」、 北部【 Ｇ 】 と し て「 王子」「 東十条・ 十条」「 板橋」 が位置づけら れ

ています。 また、「 新都市生活創造域」 のう ち、 北西部・ 西部【 Ｂ 】 と し て「 赤羽」、「 浮

間」 が位置づけら れています。  

また、 木造住宅密集地域の将来像と し て「 特定整備路線や防災生活道路の整備、 建物の

不燃化・ 耐震化や共同化、 無電柱化などが進み、 燃えない・ 倒れない安全な市街地が形成

さ れると と も に、良好な住環境と 地域コ ミ ュ ニティ が形成さ れています。」と 示し ています。 
 

■各拠点の将来像（ 都市づく り のグラ ンド デザイ ン 平成２ ９ 年９ 月）  

地域 拠点 拠点の将来像 

中枢広域 

拠点域 

中心部

【 D 】  

田端・  

駒込 

個性的な飲食・ 物販店等の商業施設や文化・ 交流施設などが集

積し 、 道路整備や住宅の更新により 防災性が向上すると と も に、

ソ メ イ ヨ シノ 発祥の地など歴史や文化が感じ ら れる 拠点が形成

さ れています。  

旧古河庭園や六義園が文化財と し て保全さ れるだけでなく 、ユ

ニーク ベニュ ーと し ての活用や、 周辺の庭園、 公園、 文化財と の

連携など、教育・ 交流の場や周辺のまちと 調和し た貴重な空間と

なっ ています。  

北部

【 Ｇ 】  

王子 

 国有地の土地利用転換を 契機に、新区庁舎の建設や駅周辺の土

地の高度利用と 機能集積、 交通結節機能の強化などが進み、飛鳥

山公園や石神井川の水や緑と 調和し た、にぎわいのある拠点が形

成さ れています。  

十条・  

東十条 

商店街を 中心と し た地域の活性化が進み、居住や福祉などの生

活に必要な機能が集積し 、にぎわいや交流の生まれる拠点が形成

さ れています。  

道路整備や駅周辺のまちづく り 、 木造住宅密集地域の解消、

十条駅付近の鉄道の立体化などが進み、 利便性の高い安全な市

街地が形成さ れています。  

板橋 

駅周辺の土地の高度利用や都市基盤の整備により 、商業、居住、

文化などの機能が集積すると と も に、近接する駅と の回遊性を生

かし 、 にぎわいや交流が生まれる拠点が形成さ れています。  

新都市生

活創造域 

北西部 

・  

西部

【 Ｂ 】  

赤羽 

 交通結節性を 生かし 、 商業、 教育、 文化機能等の集積によ

り 、 利便性の高いにぎわいのある拠点が形成さ れています。 都

営住宅等の大規模団地の更新が進み、 生活利便機能の整っ た良

好な住環境が形成さ れています。  

浮間 

 産業の集積と 、 緑豊かな環境や良好な交通アク セスを 生かし 、

新たな都市型産業の育成が進むなど、 地域の特性を 生かし 、産業

と 住宅が調和し た活力のある地域が形成さ れています。  
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第６ 章  
計画の実現に向けて 
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１ .  新たな社会情勢への対応 

 

こ れから は、 技術の革新や社会の成熟に伴っ て、 新たな社会の動き やニーズに伴う

課題が生じ るこ と も 想定さ れます。  

下記に挙げら れるよう な項目も その一部です。 急激に変化し ている 社会情勢に対応

し 、 必要に応じ て柔軟な見直し を行いながら 計画を推進し ていき ます。  

 

 

① 多様化する世帯構成や住まい方への対応 

ひと り 親世帯や、 事実婚の夫婦、 里親・ 養親家庭、 同性カ ッ プルの世帯など、 世帯

構成が多様化し ています。また、新たな住まい方と し て、複数の住民が生活を共にし 、

住民同士のコ ミ ュ ニケーショ ンを 重視する「 シェ アハウス※」 などが増加し ています。

さ ら に今後は、 サブスク リ プショ ン ※型居住サービス、 二地域居住※など、 こ れまでの

「 所有する」「 貸り る」 以外の新たな「 住まう 」 形態が発展するこ と が予想さ れ、 多様

化し ていく 住まい方への柔軟な対応が必要と なり ます。  

 

② グローバル化に伴う 外国人の増加 

グローバル化の進展により 、 北区では多く の外国人が居住し 、 更なる増加が見込ま

れると と も に、区内の民泊※などで滞在する外国人の増加も 見込まれており 、外国人が

より 身近な存在になるこ と が予想さ れます。  

様々なバッ ク グラ ウンド を持っ た人々が互いの価値観・ 生活様式・ 文化の違いを認

め、 地域の一員と し て共に暮ら し ていく ために多文化共生型社会の実現が求めら れて

います。  

 

③ 情報技術の向上による住環境の変化 

近年の情報技術の向上により 、 住宅分野に対し ても A I※や IoT ※の導入が進めら れて

おり 、 高齢者等の見守り 、 子育てへの支援、 快適な居住性の確保、 住宅の防犯などに

おいて、 新たな技術を活用し た暮ら し が広がっ ていく こ と が予想さ れます。  

こ のよう な次世代の住宅に係る技術動向の収集や、 情報発信についての取組みと と

も に、 効果的な普及方策についての検討を 進めるこ と が必要です。  

 

④ 新し い地域マネジメ ント の必要性 

地域の良好な住環境・ 地域づく り の手法と し て、 区民・ 事業者・ 地権者などによる

管理運営を中心に据えたまちづく り である「 エリ アマネジメ ント ※」 が注目さ れていま

す。 こ れまでの公・ 民の役割分担に捉われない新たなまちづく り の仕組みを 考えてい

く こ と が必要です。  
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⑤ 新たに課題と なっ てき ている災害への対応 

地震災害に加えて、地球温暖化の影響と も さ れる深刻な風水害も 生じ てき ています。

こ れまで以上に、 災害に備えた安全・ 安心な住環境を実現する ため、 風水害に対応す

る住まいづく り や、 自主防災組織と の連携や防災意識の向上、 近隣自治体と の協力な

どが求めら れています。  

 

⑥ 地球規模の課題に対する取組み 

社会の発展・ 進歩と と も に、 地球温暖化による異常気象や資源の枯渇、 環境汚染な

どの地球規模での歪みが実社会・ 実生活に影響を及ぼし てき ています。 快適な社会が

持続し ていく ために、 個々の住環境と いう 視点から も 、 その改善・ 見直し が今後の大

き な課題と なっ ています。  

 

 

●I oT 住宅のイ メ ージ（ 資料： 住宅生産団体連合会）  

 

 

●住宅地におけるエリ アマネジメ ント のイ メ ージ（ 資料： 国土交通省）  

   

   住民も 分担し て管理する街並み         住民による環境美化活動 
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２ .  成果指標 

基本理念「 誰も が、 安心し て、 いき いき と 暮ら し 続けら れる、 ゆたかな住生活の実現」

に向けて、 総合的な計画の進捗状況を 計る目安と し て、 継続し て把握が可能な統計的数値

等を 成果指標と し て設定し ます。  

また、 指標の設定や目標の数値化が難し い項目について、 定性的な指標を 設定し ます。  
 

（ １ ） 計画における数値目標 

指標 現状 目標 資料 

住宅の耐震化率 
7 9 .5 ％ 

(2 0 1 5 ) 
概ね解消 

東京都北区耐震改修促進

計画※（ H 2 9 .3 改定）  

2 5 年以上の長期修繕計画に基づく 修繕積立

金額を 設定し ている 分譲マン ショ ン 管理組合

の割合  

7 3 .0 ％ 

(2 0 1 8 ) 
8 0 .0 ％ 分譲マン ショ ン実態調査 

子育て世帯（ 1 8 歳未満が含まれる世帯） にお

ける 誘導居住面積水準達成率 

2 9 .6 ％ 

(2 0 1 8 ) 
5 0 .0 ％ 住宅・ 土地統計調査 

高齢者の居住する 住宅の一定の 

バリ アフ リ ー化率      

4 8 .0 ％ 

(2 0 1 8 ) 
6 0 .0 %  住宅・ 土地統計調査 

最低居住面積水準未満率 
1 3 .7 ％ 

(2 0 1 8 ) 
9 .0 %  住宅・ 土地統計調査 

定住意志 

（「 ずっ と 住み続けたい」 +「 当分は住み続けた

い」 の割合）  

8 1 .0 ％ 

(2 0 1 8 ) 
⤴ （ 向上）  北区民意識・ 意向調査 

住宅の満足度 

（「 満足」 +「 やや満足」 の割合）  

6 2 .6 %  

(2 0 1 8 ) 
⤴ （ 向上）  北区民意識・ 意向調査 

 

（ ２ ） 計画における定性的な指標 

指標 現状 目標 所管等 

分譲マンショ ン管理の実態把握と  

新たな支援策 
検討中 推進 住宅課 

住宅確保要配慮者の実態把握と  

新たな支援策 
検討中 推進 北区居住支援協議会 

空家等の実態把握と 適切な対応 検討中 実施 住宅課、 建築課 
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３ .  計画の推進 

（ １ ） 計画の進行管理 

本計画で掲げた基本目標を実現するためには、 計画の進行状況を 把握・ 評価し 、 適切に

見直し を 行っ ていく こ と が必要です。  

そのため、 進行状況の確認に加えて、 成果指標等の数値検証を 行い、 進行の管理を実施

し ます。  
 

（ ２ ） 連携体制 

計画を 実現するためには、 区民、 関係団体、 事業者、 行政等が協働し て各々の役割を果

たし ていく こ と が重要である こ と から 、 より 良い住宅・ 住環境づく り のための連携を 進め

ていき ます。  
 

①  区民・ 関係団体と の連携 

区民が北区に住むこ と に誇り を持ち、 地域の中での暮ら し を 通じ て自ら のまち の魅

力を発信し ていく こ と で、 住みたいまちと し て選ばれる 北区につながり ます。 様々な

まちづく り 活動が、区民や町会・ 自治会、商店街、N PO ※等によっ て取組まれているこ

と から 、 地域における 区民等の主体的な取組みを促すと と も に、 区民等と の連携を 強

化し 、 より 良い住宅・ 住環境づく り を進めます。  

 

② 事業者と の連携 

住宅業界の事業者は、 住宅供給等の中心的な役割を 担い、 区民の住まいの質の向上

に大き な影響力を 有し ています。  

住宅づく り を担う 地域の工務店や、土地・ 建物の賃貸や売買にかかわる地域の住宅・

不動産関連事業者等と の連携を 強化し 、 住まいに関する 様々な問題の解決を 進めてい

き ます。  

 

 ③ 庁内の関連部局と の連携 

多様な居住ニーズに対応する 住宅施策を 推進するため、 関連分野と の連携や協力が

重要です。  

こ のため、 全庁的な取組みを 進めると と も に、 福祉・ まちづく り 関連部局と 定期的

な施策の推進・ 調整のための場を設置するなど、 連携の強化を 図り ます。  

 

④ 関係機関と の連携 

北区における住宅・ 住環境の課題に適切に対応し ていく ためには、 広域的な民間市

場への対応や制度的な対応が必要と なるため、 国や東京都と 連携し た取組みを 推進す

ると と も に、 国や東京都に対し て、 住宅関連法制度の整備や施策の拡充等について提

案・ 要望を 行っ ていき ます。 また、 区内で多く の住宅を 供給する都市再生機構や東京

都住宅供給公社と も 連携し 、 区民の多様なニーズに対応し ていき ます。  
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（ ３ ） 情報の発信 

区民や関係団体、 事業者等の連携・ 協力のも と 住宅施策を推進し ていく ためには、

住まい・ 住環境や住宅施策に関する情報が得ら れやすい環境が必要です。 今後も 住宅

施策の効果的な展開に向けて必要と なる情報の収集・ 把握を 進める と と も に、 区民や

関係団体、 事業者等に対する積極的な情報提供に努めます。  

 

 

 

 

 

事業者 

区民 

区 事業者 

関係団体等 

・ 住まいや地域への関心、  

知識、 意識の向上 

・ 住宅や住環境の適切な管理 

・ 地域コ ミ ュ ニティ への参加 

・ 住まいに関する情報発信 

・ 多様な主体の 

連携体制づく り  

・ 住宅政策の効率的かつ 

効果的な展開 

 

・ 良質な住宅の供給 

・ 住宅政策への協力 

・ 区民の意向や要望に配慮 

し た事業実施 

 

■連携体制イ メ ージ 


